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 第４章 生活環境保全の確保 
 

 

 

 

第１節 環境基本計画の施策目標 

・きれいな大気・水環境等が保全されることなどにより、県民が安全・安心で、快適な生活を営める社会

を実現 

・県民が健全で恵み豊かな環境を享受することができる社会を実現 

第２節 令和 4 年度の取組概要と成果等 

 

１ 大気環境の保全 

 

１－１ 大気汚染の防止 

 

（ １）大気汚染の概況 

大気環境基準は、環境基本法第 16条により、

人の健康を保護し、生活環境を保全する上で維

持されることが望ましい基準として示されたも

のです。大気汚染防止法第 22条に基づき、30の

測定局で大気汚染の状況の常時監視を行ってい

ます。 

 令和４ 2022）年度の大気環境基準の達成状

況は次のとおりです。 

・二酸化硫黄は、測定局15局 県測定９局、四

日市市測定６局）全てで環境基準を達成しま

した。 

・二酸化窒素は、測定局25局 県測定 17局、

四日市市測定８局）全てで環境基準を達成し

ました。 

・浮遊粒子状物質は、測定局 30 局 県測定 22

局、四日市市測定８局）全てで環境基準を達成

しました。 

 以下、一般環境測定局を「一般局」、自動車排

出ガス測定局を「自排局」と略します 注1）。 

注 1）一般局：県民が居住する地域の大気環境を調査するため

に設けられた測定局で、現在 23 県測定 18局、四日市

市測定５局）の測定局が設けられています。 

自排局：道路沿道の大気環境を調査するために設けられ

た測定局で、現在７ 県測定 4局、四日市市測定３局）

の測定局が設けられています。 

 ２）大気汚染の測定結果 

① 硫黄酸化物 二酸化硫黄） 

 一般局 14 局 県測定９局、四日市市測定５

局）、自排局１局 四日市市測定 1局）で測定を

実施しました。一般局、自排局とも日平均値の

2%除外値は、0.04ppm 以下で、環境基準を達

成しました 注2）。年平均値の経年変化は図 2-

4-1 のとおりです。 

 

 
図 2-4-1（二酸化硫黄の経年変化 一般局の年平均

値） 

注２）二酸化硫黄の環境基準の長期的評価は、年間における日

平均値の測定値の高い方から 2％の範囲にあるもの 365

日分の測定値がある場合は 7日間の測定値）を除外して

行います。ただし、日平均値が 0.04ppm を超える日が

２日以上連続した場合には、環境基準非達成となります。 
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②（ （窒素酸化物 二酸化窒素） 

 一般局18局 県測定13局、四日市市測定 

５局）、自排局７局 県測定 4局、四日市市測定 

３局）で測定を実施しました。一般局、自排局と 

も日平均値の98%値は 0.06ppm以下で、環境 

基準を達成しました 注3）。年平均値の経年変 

化は図 2-4-2 のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-4-2（二酸化窒素の経年変化 一般局の年平均

値） 

注３）二酸化窒素の環境基準の長期的評価は、年間における日

平均値の測定値の低い方から 98％に相当する値が

0.06ppm以下の場合は、環境基準が達成されたと評価し

ます。 

 

③ 浮遊粒子状物質 

一般局23局 県測定18局、四日市市測定５

局）、自排局７局 県測定4局、四日市市測定３

局）で測定を実施しました。一般局、自排局とも

日平均値の 2%除外値は、0.10mg／m3以下で、

環境基準を達成しました 注 4）。年平均値の経

年変化は図 2-4-3 のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-4-3 浮遊粒子状物質の経年変化 一般局の年

平均値) 

注４）環境基準の長期的評価は、硫黄酸化物と同様に、2％除外

値で評価します。ただし、日平均値が、0.10mg／m3を

超える日が 2日以上連続した場合には、環境基準非達成

となります。 

 

④ 微小粒子状物質 PM2.5） 

 一般局21局 県測定 18局、四日市市測定３

局）、自排局4局 県測定 2局、四日市市測定2

局）で測定を実施しました。一般局、自排局とも

年平均値は長期基準である 15μg／m3以下であ

り、かつ、日平均値の98％値は、短期基準であ

る 35μg／m3以下で環境基準を達成しました。

年平均値の経年変化は図2-4-4 のとおりです。 

 PM2.5 は、平成 21 2009）年９月に新たな

環境基準として追加された項目で、県民の関心

が高まっていることから、平成25 2013）年 2

月 27日に環境省が策定した「注意喚起のための

暫定的な指針」に基づき県民への注意喚起を行

うこととしています。 

 令和４ 2022）年度は、注意喚起した日はあ

りませんでした。 

0.00

0.01

0.02

H12 H14 H16 H18 H20 H22 H24 H26 H28 H30 R2 R4

 
p
p
m
）

年度

四日市地域 三重県全域

0.00

0.02

0.04

H12 H14 H16 H18 H20 H22 H24 H26H28 H30 R2 R4

 
m
g/
㎥
）

年度

四日市地域 三重県全域



  72 

 
図 2-4-4（微小粒子状物質 PM2.5）の経年変化 一

般局の年平均値） 

 

 

⑤ 光化学オキシダン卜 

 一般局23局 県測定 18局、四日市市測定５

局）で測定を実施したところ、全ての測定局で

環境基準を達成しませんでした。光化学オキシ

ダン卜昼間値 5 時から 20 時までの測定値）

が 0.06ppm を超えた時間数の割合の経年変化

は図2-4-5 のとおりです。 

 

 
図 2-4-5（光化学オキシダント昼間値 5～20 時）

が 0.06ppmを超えた時間数の割合の経年変化 

 

 

 

 

 

 

⑥ 一酸化炭素 

 自排局 3 局 県測定 3 局）で測定を実施した

ところ、いずれの局も日平均値の 2%除外値は

10ppm以下で環境基準を達成しました 注5）。 

注５）環境基準の長期的評価は、硫黄酸化物と同様で、２％除

外値で評価します。ただし、日平均値が 10ppm を超え

る日が２日以上連続した場合には環境基準非達成となり

ます。 

 

⑦ 非メタン炭化水素 

 一般局 14 局 県測定 9 局、四日市市測定 5

局）、自排局2局 県測定 1局、四日市市測定1

局）で測定を実施しました。 

 大気中炭化水素濃度の指針では、光化学オキ

シダン卜濃度 0.06ppm に対応する非メタン炭

化水素濃度は、0.20～0.31ppmC 6～9時の 3

時間の平均値）の範囲となっており、一般局 13

局、自排局２局で0.20ppmCを超えていました。 

 

⑧ 有害大気汚染物質 

 平成 9 1997）年４月に施行された改正大気

汚染防止法に基づき、環境省が示す 22の優先取

組物質 有害性の程度や大気環境の状況等に鑑

み健康リスクがある程度高いと考えられる有害

大気汚染物質。表2-4-1）ならびに水銀およびそ

の化合物のうち、測定法が示されている卜リク

ロロ工チレン、ベンゼン等の21物質 ダイオキ

シン類を除く。）の大気環境調査を四日市市と連

携して行いました。 

・調査地点等 

 一般環境５地点 桑名市、四日市市２地点、松

阪市、伊賀市）、固定発生源周辺１地点 四日市

市）、道路沿道1地点 鈴鹿市）で、毎月１回調

査を実施しました。 

・調査結果 

 環境基準が示されているジクロロメタン、テ

卜ラクロロ工チレン、卜リクロロ工チレンおよ

びベンゼンの４物質は７地点とも環境基準を達

成しました。 
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表 2-4-1（優先取組物質 

 
いずれも令和４ 2022）年度に環境調査を実施。 

ただし、 5）および 6）は、全クロムとして調査を実施。ま

た、ダイオキシン類は、ダイオキシン類対策特別措置法に基づ

く調査を実施。 

 

 ３）工場・事業場対策の推進 

① 大気汚染防止法による規制 

 大気汚染防止法では、一定規模以上のボイ 

ラー等のばい煙発生施設、ベルトコンベア等の

一般粉じん発生施設等を規制しています。 

 令和５ 2023）年 3月末現在で、1,425 工場・

事業場に 3,725 ばい煙発生施設、257 工場・事

業場に 1,739 一般粉じん発生施設、39 工場に

151 の揮発性有機化合物 VOC）排出施設、45

工場・事業所に 80水銀排出施設が設置されてい

ます。 

 

ア 硫黄酸化物の規制 

 硫黄酸化物については、施設ごとの排出口の

高さに応じた着地濃度規制 K値規制）が実施さ

れています。その規制値は四日市地域 四日市市

の一部、朝日町、川越町）が 1.17、四日市市 前

述以外の地域）が 3.0、桑名市および鈴鹿市が

14.5、その他の市町が17.5 となっています。 

 また、四日市地域 四日市市は全域）について

は、昭和 47 1972）年 4月から三重県公害防止

条例 現三重県生活環境の保全に関する条例）に

より、総排出量規制を実施してきましたが、この

制度は、昭和51 1976）年から大気汚染防止法

に移行しています。 

 

 

 

イ ばいじんの規制 

 ばいじんについては、ばい煙発生施設の種類

および規模ごとに濃度規制が実施されていま

す。平成 10 1998）年４月、大気汚染防止法施

行規則等の一部を改正する総理府令が公布され

廃棄物焼却炉に係る排出基準が改定されまし

た。 

 

ウ 窒素酸化物の規制 

 昭和 48 1973）年の第 1 次規制以降段階的

に排出基準の強化、適用施設の拡大が行われ、窒

素酸化物を排出する大多数のばい煙発生施設に

排出基準が適用されています。 

 

エ 石綿 アスベスト）の規制 

 石綿 アスベスト）は、安価で耐熱性等の優れ

た特性を持つことから、多くの製品に使用され

てきました。しかし、その吸引により肺がん等の

健康被害の発生リスクが高まることが明らかに

なったことから、その取扱い等に関し規制が行

われ、現在では、製造・使用が禁止されています。 

 アスベストは建築材料としても用いられてお

り、その使用が禁止される以前に建設された建

築物等の解体・改造・補修作業に伴いアスベスト

が飛散するおそれがあると懸念されています。 

 環境中へのアスベスト飛散対策については、

大気汚染防止法による規制が行われており、ア

スベストが使用されている建築物等を解体・改

造・補修する際には、作業基準の遵守等が義務づ

けられています。 

 平成 26 2014）年 6 月に同法の一部を改正

する法律が公布され、特定粉じん排出等作業を

伴う建設工事の実施の届出義務者の変更等が行

われました。また、令和 2 2020）年６月に同

法の一部を改正する法律が公布され、特定建築

材料の対象拡大、都道府県等への電子システム

による事前調査の結果報告等が義務づけられま

した。 

 令和 4 2022）年度中の届出数は、解体作業

が 14件、改造・補修作業が17件、断熱材等の

除去が 20件でした。 四日市市管轄分を除く。） 

 

  

 1）アクリロニトリル  12）テトラクロロエチレン

 2）アセトアルデヒト  13）トリクロロエチレン

 3）塩化ビニルモノマー  14）トルエン

 4）塩化メチル  15）ニッケル化合物

 5）クロム及び三価クロム化合物  16）ヒ素及びその化合物

 6）六価クロム化合物  17）1,3-ブタジエン

 7）クロロホルム  18）ベリリウム及びその化合物

 8）酸化エチレン  19）ベンゼン

 9）1,2-ジクロロエタン  20）ベンゾ a）ピレン

 10）ジクロロメタン  21）ホルムアルデヒド

 11）ダイオキシン類  22）マンガン及びその化合物
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オ VOCの規制 

 光化学オキシダントによる大気汚染は、その

原因物質であるVOCの排出削減により、その改

善が期待できます。 

 工場から排出されるVOCの規制については、

平成16 2004）年５月に改正された大気汚染防

止法が、平成18 2006）年 4月から施行され、

これにより、VOC 排出事業者には VOC 排出施

設の届出義務や排出基準の遵守義務等が課され

ています。 

 

カ 水銀の規制 

 環境中を循環する水銀の総量を地球規模で削

減するという水俣条約に沿って、水銀等の大気

排出量をできる限り抑制するため、大気汚染防

止法が改正され、平成 30 2018）年 4月から施

行されました。 

 これにより、工場および事業場における事業

活動に伴う水銀等の排出が規制され、水銀排出

事業者には水銀排出施設の届出義務や排出基準

の遵守義務等が課されています。 

 

② ダイオキシン類対策特別措置法による規制 

 ダイオキシン類対策特別措置法では、大気基

準適用施設として５種類の特定施設、水質基準

対象施設として 19 種類の特定施設を規制対象

としています。 

 令和５ 2023）年３月末現在の県内における

大気基準適用施設は、195 施設、水質基準対象施

設は34施設です。 

 

③ 三重県生活環境の保全に関する条例等によ

る規制 

 三重県生活環境の保全に関する条例では、大

気汚染防止法の規制対象外の施設 指定施設）お

よび有害物質について規制しています。さらに、

四日市地域については、一定規模以上の工場等

を対象に、窒素酸化物に係る総排出量規制、昭和

47 1972）年１月制定の大気汚染防止法第四条

第一項の規定に基づく排出基準及び水質汚濁防

止法第三条第三項の規定に基づく排水基準を定

める条例によるばいじんの排出基準の上乗せ規

制を実施しています。 

 令和５ 2023）年 3月末現在のばい煙に係る

指定施設は 617 工場・事業場に 5,712 施設、粉

じんに係る指定施設は 833 工場・事業場に

4,330 施設、炭化水素に係る指定施設は 17 工

場・事業場に 307 施設が設置されています 四

日市市管轄分を含む）。 

 

 

ア 窒素酸化物に係る総排出量規制 

 昭和 49 1974）年から四日市地域において、

窒素酸化物の総排出量規制を実施しており、昭

和 53 1978）年に二酸化窒素に係る環境基準が

改定されたことに伴い、総排出量規制の見直し

を行いました。さらに、平成４ 1992）年には

窒素酸化物排出係数を改定し、規制を強化しま

した。 

 

イ 炭化水素系物質の規制 

 貯蔵タンク等から炭化水素系物質の漏出を防

止するため、一定規模以上の貯蔵施設 原油、揮

発油、ナフサ等の貯蔵能力が 5,000 ㎘以上の貯

蔵施設等）について構造基準等を設け、規制を行

っています。 

 

④ 緊急時の措置 

 大気汚染防止法に基づき、硫黄酸化物、浮遊粒

子状物質、二酸化窒素および光化学オキシダン

トについて、緊急時における措置を講じていま

す。令和４ 2022）年度は、硫黄酸化物、浮遊

粒子状物質および二酸化窒素については、予報

等の発令による緊急時の措置はありませんでし

た。 

 

⑤ 立入検査 四日市市管轄分を除く。） 

 ばい煙等の排出基準適合状況を確認するた

め、令和４ 2022）年度は 20事業所 62検体）

ついて分析を実施したところ、排出基準の適合

率は100%でした。 

 水銀の排出基準適合状況を確認するため、令

和４ 2022）年度は６事業所 6 検体）につい

て分析を実施したところ、全て排出基準に適合

していました。 
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 また、特定粉じん排出作業について、延べ 75

現場に立入検査を行い、うち敷地境界における

アスベスト濃度を延べ８現場で測定したとこ

ろ、基準 特定粉じん発生施設に係る規制基準）

を超過した現場はありませんでした。 

 加えて、ダイオキシン類について、大気基準対

象施設において 6 検体、水質基準対象施設にお

いて 3 検体の検査を行ったところ、全ての検体

で排出基準を満たしていました。 

 

 ４）光化学スモッグ対策の推進 

① 光化学スモッグの緊急時の措置現状 

 平成 25 2013）年度までは、県内14地域、

18関係市町 市によっては、発令地域が分かれ

る場合や、一部の地域に限る場合あり）を発令地

域とし、緊急時の措置を要請する対象地域とし

ていましたが、新設した測定局に係る地域を反

映させるための見直しを行い、平成 26 2014）

年度以降は、県内 17 地域、27 関係市町を発令

地域としています。 

 測定されたオキシダント濃度が発令基準に達

した場合、その発令地域ごとに緊急時の措置の

区分 予報、注意報、警報、重大警報の4種類）

に応じ、協力工場ヘ燃料使用量の削減等措置を

要請します。 

 令和４ 2022）年度の光化学スモッグについ

ては、予報注意報の発令はありませんでした。 

 

② 北勢地域光化学大気汚染予測システム 

 光化学スモッグ注意報発令時に緊急時の措置

が速やかに実施されるよう、注意報発令に先立

ち、当日早朝に各種汚染物質濃度や気象データ

から計算した予測情報を各関係機関に提供して

います。 

・対象地域 

 桑名地域、大安地域、四日市地域および鈴鹿地

域の4地域としています。 

・予測情報の内容 

 ４地域別に、「高濃度となりやすいでしょう」

「高濃度とならないでしょう」の２段階で予測し

ています。「高濃度」とはオキシダント濃度の日

最高値が0.12ppm以上となる場合をいいます。 

 

 ５）重金属等の有害化学物質への対応 

 有害大気汚染物質は、発がん性等人の健康に

有害な影響を及ぼすおそれのある物質とされて

います。平成 8 1996）年に大気汚染防止法が

改正され、大気環境調査、事業者の排出抑制の責

務等が規定されました。平成9 1997）年には、

有害大気汚染物質のうち、健康リスクが高いと

評価される物質であるベンゼン、トリクロロ工

チレンおよびテトラクロロ工チレンの大気環境

基準が設定されました。さらに、平成13 2001）

年４月には、ジクロロメタンの環境基準が設定

されました。 

また、平成 30 2018）年 11月には、トリク

ロロエチレンの環境基準が改定・強化されまし

た。 

 

 ６）新たな有害化学物質への対応 

 平成 12 2000）年 1 月から施行されたダイ

オキシン類対策特別措置法に基づいて、ダイオ

キシン類の大気中濃度を調査しました。 

・調査地点・回数 

 一般環境調査地点は、常時監視地点 5 地点、

年 2回。 

・調査結果の概要 

 令和４ 2022）年度は、全て環境基準を達成。 

 

１－２ 自動車環境対策の推進 

 

（ １）現状 

 本県の全自排局の二酸化窒素および浮遊粒子

状物質の濃度 年平均値）は、年々低下しており、

令和４ 2022）年度は、前年度に引き続き全局

で環境基準を達成しました。 

 

 ２）自動車から排出される窒素酸化物及び粒子

状物質の特定地域における総量の削減等に

関する特別措置法 自動車NOx・PM法） 

① 背景 

 自動車交通の集中、増大等に伴って、二酸化窒

素および浮遊粒子状物質に係る大気汚染が厳し

い状況にあり、その対策として特別措置法が制

定されました。現在は、対策地域の実情をふまえ

ながら、自動車排出窒素酸化物および自動車排

出粒子状物質の削減に向けて、国、地方自治体、

事業者および県民とともに、各種の対策に取り

組んでいます。 
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② 法律の概要 

 平成 13 2001）年６月に自動車から排出され

る窒素酸化物の特定地域における総量の削減等

に関する特別措置法 自動車NOx法）の見直し

により、自動車NOx・PM法が成立しました。そ

の内容は次のとおりです。 

・対象物質に粒子状物質を追加 

・対策地域の拡大 

・愛知県の61市町村とともに、本県北勢地域の

当時の８市町 四日市市、桑名市、鈴鹿市、旧

長島町、木曽岬町、旧楠町、朝日町、川越町）

を追加 

・粒子状物質について車種規制を導入 

・窒素酸化物について車種規制の強化 

・一定規模以上 30台以上保有）の事業者に対

する自動車使用管理計画の作成、都府県知事

等への届出の義務づけ 

 また、平成 19 2007）年５月には、自動車

NOx・PM法が改正されました。その主な内容は

次のとおりです。 

・重点対策地区の新設 

・建物の新設に係る届出 

・周辺地区内の一定規模以上の事業者に対する

計画作成・届出、報告の義務づけ 

・荷主等に窒素酸化物等の排出の抑制に係る努

力を義務づけ 

さらに、平成 23 2011）年３月には、自動車

NOx・PM法に基づく基本方針が改正され、平成

27 2015）年度までに対策地域内の全ての測定

局で環境基準を達成すること、および令和 2

 2020）年度までに対策地域内で環境基準を確保

することが総量削減の目標となりました。 

さらに、令和４ 2022）年 11 月に基本方針

が改正され、目標年度が令和２ 2020）年度か

ら令和８ 2026）年度に変更されました。 

 

③ 車種規制 

・排出規制 

 ガソリン車への代替が可能な乗用車およびト

ラック・バス 車両総重量 3.5（t（以下）について

は、ガソリン車並の排出基準です。 

 なお、ガソリン車への代替が可能でないト 

ラック・バス 車両総重量 3.5（ t（超）について

は、最新のディーゼル車並の排出基準です。 

 

④ 「三重県自動車排出窒素酸化物及び自動車

排出粒子状物質総量削減計画 三重県総量削減

計画）」の概要 

ア 経過 

 自動車NOx・PM法に基づき、平成25 2013）

年３月に新たな「三重県総量削減計画」を策定し

ました。 

 平成 25 2013）年度は、その計画の一つであ

る対策地域外からの車種規制非適合車流入に対

する措置として、「三重県流入車対策要綱 案）」

を検討しましたが、対策地域内全測定局での平

成 23 2011）年度からの環境基準達成と社会的

状況等の変化、パブリックコメン卜を受けて、同

要綱 案）の実施を見送りました。現在、対策地

域内の環境基準は達成されていますが、環境基

準の達成状況は景気動向による交通量等の影響

を受ける場合があるため、今後、環境基準を達成

できないおそれが出てきた場合には、再度その

対策を検討していきます。 

 

イ 計画の目標 

 平成 27 2015）年度の中間目標年度に対策地

域内の監視測定局での環境基準達成、令和 2

 2020）年度の最終目標年度に対策地域全域での

環境基準を確保するため、排出量の削減に取り

組んでいます 表2-4-2）。 

なお、現在、現行の基本方針で定める目標達成

年度となったことから、令和４ 2022）年４月

に中央環境審議会から環境省に対して今後の自

動車排出ガス総合対策の在り方が答申され、こ

れをふまえて環境省から自動車NOx・PM法に基

づく対策地域の指定解除の考え方が示されまし

た。本県において、この考え方に基づき指定の解

除に向けた調査検討を行うとともに、必要な措

置が講じられるまでの間においては、令和４

 2022）年度以降も、引き続き現行の「三重県総

量削減計画」に基づいた施策を実施しています。 
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表 2-4-2（排出量の削減目標 

 
注１）1～4号総量は、窒素酸化物にあっては自動車 NOx・PM

法第 7条第 2項第 1～4号、粒子状物質にあっては自動

車 NOx・PM法第 9条第 2項第 1～4号にそれぞれ規定

される量を表しています。 

注２）環境省調査では、浮遊粒子状物質について目標年度であ

る令和 2 2020）年度において対策地域全体で環境基準

を超過している箇所はないと予測されましたので、必要

削減量はゼロと考えています。このため、目標量は、さら

なる施策実施によるものではなく、これまで実施してい

る対策である自動車排出ガス単体規制などで削減を見込

んだ排出量 一次粒子のみ）となっています。 

 

ウ 目標を達成するための施策 

 自動車から排出される窒素酸化物等を削減す

るために、国、県、市町、事業者等が協力して、

各自動車からの排出量を削減する自動車単体規

制や車種規制等の施策および自動車の走行量を

削減する物流対策や公共交通機関の利用促進等

の施策を行います。 

 

 ３）交通管制システムの拡充整備 

 交通管制システム機器の更新により、的確な

交通情報の提供と最適な信号制御を行い、交通

渋滞の緩和、停車回数の低減など、交通流の円滑

化を図りました。 

 

 ４）公共交通の利用促進 

 バスや地域鉄道等の公共交通の利用促進を図

るため、国や市町、関係団体、交通事業者および

企業等と連携・協力して、公共交通を利用しやす

い環境整備や啓発活動、情報提供等に取り組ん

でいます。 

 

 ５）三重県生活環境の保全に関する条例による

負荷の低減 

 三重県生活環境の保全に関する条例におい

て、一定規模以上の駐車場の管理者等に対して、

利用者へのアイドリングストップの周知を規定

するとともに、自動車の使用者に対して、駐車時

のアイドリングストップを規定し、自動車によ

る環境への負荷の低減を進めています。 

 

 ６）特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する

法律 オフロード法） 

 公道を走行しないフォークリフト 産業用）、

バックホウ 建設用）およびトラクター 農業用）

等の特定特殊自動車の排出ガスによる大気の汚

染を防止し、国民の健康を保護するとともに生

活環境を保全することを目的として、平成 18

 2006）年に施行されました。 

 平成 29 2017）年 4月から、立入検査等の一

部事務が都道府県に移譲されました。 

 

１－３ 騒音・振動・悪臭の防止 

 

（ １）騒音・振動の現況 

 騒音に係る環境基準は、環境基本法第 16条に

基づき、生活環境を保全し、人の健康の保護に資

する上で、維持されることが望ましい基準とし

て設定されています。 

 工場・事業場に係る騒音・振動苦情は、その発

生源が住工混在地域に立地する中小規模の工場

等や建設作業によるものが多くあります。 

 家庭生活による騒音苦情は、例えば、ピアノ、

エアコンあるいは飼犬の鳴き声等が原因となっ

ており、生活様式の多様化や都市化の進展の中

で快適な住環境を求める声が強くなってきてい

ます。 

 

 ２）騒音・振動に係る工場・事業場対策の推進 

① 騒音規制法および振動規制法による規制 

 騒音規制法および振動規制法に基づき、生活

環境を保全すべき地域を指定しています。この

指定地域内においては、工場および事業場にお

ける事業活動ならびに建設工事に伴って発生す

る騒音・振動について規制されています。 

窒素酸化物 粒子状物質

 ｔ（/年）  ｔ（/年）

①対策地域内の事業活動等に

　（伴う発生総量（[（１号総量（]
16,757 2,270

②①のうちの自動車排出総量

　（[（２号総量（]
5,233 303

③平成27年度までに達成すべ

　（き総量
15,185 2,182

④③のうちの自動車排出総量 3,756 220

⑤対策地域内で大気環境基準

　（達成可能な事業活動等に伴

　（う発生総量（[（３号総量（]

14,157 2,123

⑥⑤のうちの自動車排出総量

　（[（４号総量（]
2,787 163

総 量 の 区 分

H21年度

 現状）

H27年度

 中間目標）

R2年度

 目標年度）
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② 三重県生活環境の保全に関する条例による

規制 

 三重県生活環境の保全に関する条例では、法

で規制していない施設および地域の拡大 県内

ほぼ全域）を行い、工場および事業場における事

業活動ならびに建設工事に伴って発生する騒

音・振動について規制を行っています。 

 また、深夜営業騒音、作業騒音および拡声機の

使用に伴う騒音について規制を行っています

 表2-4-3）。 

 

表 2-4-3（三重県生活環境の保全に関する条例に基

づく制限行為等に係る勧告等の実施状況 

 令和４ 2022）年度）  

 
 

③ 立入検査および指導 

 条例に基づく規制対象施設等の届出を審査・

指導するとともに、規制対象工場・事業場の立入

検査を行い基準遵守の確認や改善指導を実施し

ました 表 2-4-4）。 

 また、法・条例の指定地域を有する市町が行う

規制事務について助言を行いました。 

 

表 2-4-4（工場・事業場および建設作業に関する騒

音・振動関係の立入検査等の実施状況 

 令和４ 2022）年度） 

 
※ 測定検査単独実施を含む。 

 

 ３）都市生活騒音対策の推進 

 生活様式の変化に伴い生活の場からエアコン

の音、ピアノの音、飼犬の鳴き声等、多種多様な

生活騒音が発生するようになりました。近年、快

適な生活環境を確保したいという要求が高まる

につれて、この生活騒音に対する苦情が増加し

ています。 

 生活騒音は、工場騒音とは異なり、個人の私生

活に深く関わっており、法令で規制し防止する

より、各人が近隣に迷惑をかけないよう自覚し、

自制することが最も大切です。 

 

 ４）環境騒音および道路交通振動の現状 

① 環境騒音 一般地域） 

 環境騒音のうち、一般地域 道路に面する地域

以外）における騒音の状況について、法の指定地

域を有する 18 市町の協力を得て、78 地点で騒

音測定を実施しました 表 2-4-5）。 

 

表 2-4-5（観測地点における環境基準適合状況環境

騒音 一般地域） 令和４ 2022）年度） 

 

 

② 自動車騒音および道路交通振動 

 環境騒音のうち、道路に面する地域における

騒音の状況については、市町の協力を得て、34

地点で自動車交通騒音測定を実施しました。 

 また、道路交通振動の状況については、法の規

制地域を有する市町の協力を得て、39地点で道

路交通振動測定を実施しました。 

騒音規制法および振動規制法では、自動車騒

音および道路交通振動の限度 要請限度）を定め

ており、市町長は指定地域内における自動車騒

音・振動がその限度を超えて道路周辺の生活環

境が著しく損なわれていると認められるとき

は、公安委員会および道路管理者に対して、交通

規制や道路構造等の改善要請、意見を述べるこ

とができるとされています。 

 

 

 

 

 

 

指導件数 勧告件数

深 夜 営 業 騒 音 に 係 る も の 10 0

作 業 騒 音 に 係 る も の 11 0

拡声器の使用制限に係るもの 0 0

騒 音 関 係 振 動 関 係

22 7

適 合 2 1

不 適 合 3 0

8 2

立 入 検 査 件 数 ※

測 定 検 査 結 果

行 政 指 導 件 数

昼間 適合 夜間 適合
両時 間帯

とも 適合

A 25 24 23 22

B 28 28 24 24

C 23 23 23 23

未 指 定 2

地域の

類　（型

測定地

点　（数

適合地点数
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③ 自動車交通騒音・振動対策の推進 

 自動車騒音対策を推進するため、平成 5

 1993）年 10 月に「三重県自動車交通公害対策

推進協議会」を設置し、自動車交通公害防止対策

の基本的方向と具体的な施策を盛り込んだ「自

動車交通公害防止のための基本的な事項」を策

定し、総合的な施策を推進しています。 

 

④ 適正な土地利用の誘導 

 住宅地域での静穏な環境を保全するため、都

市計画法に基づく適正な土地利用の誘導や、必

要に応じた緩衝緑地の設置等を進めています。 

 

⑤ 航空機騒音対策 

 航空機騒音から生活環境を保全するため、平

成 19 2007）年３月30日に表 2-4-6 のとおり

環境基準の類型を当てはめました。類型を当て

はめた地域において、令和４ 2022）年度に航

空機騒音の測定を１地点で実施したところ、環

境基準を達成しました。 

 

表 2-4-6（類型を当てはめた地域および環境基準 

 
 

 ５）悪臭の現況 

 令和 3 2021）年度における全国の苦情件数

の発生源別内訳としては、野外焼却による苦情

が最も多く 全体の 27.9%）、第 2 位はサービ

ス業・その他 同 14.7%）、第 3位は個人住宅・

アパート・寮 同13.4%）でした。また、都道

府県別苦情件数 人口 100 万人あたりの苦情件

数）において、本県は 200 件 全国平均は 103

件）となっています。 

 

 ６）悪臭に係る工場・事業場対策の推進 

① 悪臭防止法による規制 

 悪臭防止法では、住民の生活環境を保全すべ

き地域を指定し、この地域内において、工場その

他の事業場における事業活動に伴って発生する

悪臭について規制を行っています。 

 令和５ 2023）年 3 月末現在で、規制地域を

有する市町は表 2-4-7 のとおりです。 

 

表 2-4-7 規制地域を有する市町 

 令和５ 2023）年 3月末現在） 

 
 

② 立入検査および指導 

 法の規制地域を有する市町が行う規制事務に

ついて助言を行いました。 

 

③ 畜産経営に起因する悪臭の防止 

 郊外での宅地開発や畜産業の規模拡大等か

ら、畜産に起因する悪臭問題が発生しています。

このため、県、市町、関係団体等が連携して問題

発生畜産農家に対する指導を行うなど、環境問

題の解決、未然防止に努めています。 

 

２ 水環境の保全 

 

２－１ 水質汚濁の防止 

 

（ １）水質汚濁の概況 

 水質汚濁に係る環境基準は、環境基本法第 16

条により、人の健康を保護し、生活環境を保全す

る上で維持することが望ましい基準として示さ

れています。 

人の健康の保護に関する環境基準は、公共用

水域全般に適用されるのに対し、生活環境の保

全に係る環境基準は、指定された水域ごとに適

用されます。 

公共用水域の水質汚濁状況の把握のため、水

質汚濁防止法第 15 条に基づき毎年調査を実施

し、その結果を同法第17条に基づき公表してい

ます。 

 

  

類型 環境基準 地域

I Lden（（57dB以下
木曽岬町、桑名市 長島町の区域）、

鳥羽市 答志町および桃取町の区域）

市 14）

津市、四日市市、伊勢市、松阪市、桑名市、鈴鹿市、

名張市、尾鷲市、亀山市、鳥羽市、熊野市、志摩市、

伊賀市、いなべ市

町 10）
木曽岬町、東員町、菰野町、朝日町、川越町、明和町、

玉城町、紀北町、御浜町、紀宝町
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① 調査地点等 

 「令和４ 2022）年度公共用水域及び地下水

の水質測定計画 三重県）」に基づき、環境基準

未指定河川を含む県内49河川 89地点および４

海域 伊勢湾、英虞湾、五ヶ所湾および尾鷺湾）

27地点において、水質調査を実施しました。な

お、調査は、県、国土交通省中部地方整備局、同

近畿地方整備局および四日市市が分担して行っ

ています。 

 

② 結果概況 

ア 河川の水質調査結果 

 水質汚濁に係る環境基準のうち、「生活環境の

保全に関する環境基準」の項目である pH、BOD、

SS、DO、大腸菌群数について、県内 49河川 89

地点で水質調査を実施しました。 

 このうち、河川に係る有機汚濁の代表的な指

標である BODでみると、環境基準の類型が指定

されている 47河川 62水域 63地点）のうち、

58 水域で環境基準を達成しており、達成率は

93.5%となりました。 

 また、人の健康の保護に関する環境基準の項

目であるカドミウム、シアン等 27項目について

は、県内49河川で調査を実施しました。その結

果、志登茂川、笹笛川、岩田川の３地点において、

ほう素が環境基準 1.0mg／L）を超過しました

が、海水にもともと含まれるほう素が原因であ

り、人為的な影響によるものではありませんで

した。 

 

イ 海域の水質調査結果 

 水質汚濁に係る環境基準のうち、生活環境の

保全に関する環境基準の項目である pH、COD、（

DO、大腸菌群数、n（-（ヘキサン抽出物質 油分

等）、全窒素、全りんについて、４海域 27地点）

で水質調査を実施しました。その結果、海域の有

機汚濁の代表的な指標である CODでは、環境基

準の類型が指定されている４海域８水域のう

ち、６水域において環境基準を達成し、達成率は

75.0%となりました。 

また、海域の富栄養化の原因物質である全窒

素および全りんの環境基準については、類型指

定が行われている 4 海域 6 水域で、全窒素は

100%、全りんも 100%の達成率となりました。 

 人の健康の保護に関する環境基準の項目であ

るカドミウム、シアン等 24 項目については、4

海域 8地点）で調査を実施したところ、前年度

に引き続き全ての地点で環境基準を達成しまし

た。 

 

③ 評価と対策 

 河川の水質は、平成17 2005）年度以降、90％

以上の達成率で推移し改善傾向にあるものの、

閉鎖性海域である伊勢湾 COD）の環境基準達成

率は、近年 40～60％前後で推移していました

が、令和元 2019）年度は初めて全ての水域で

環境基準を達成し、令和4 2022）年度も 75.0%

と高い達成率になりました。 

 引き続き、陸域からの汚濁負荷量を適正管理

するほか、各種調査・研究を進め、知見の蓄積を

図るとともに、藻場・干潟の保全・再生など関係

部と連携した総合的な水環境改善対策を行いま

す。また、生活排水による汚濁負荷を削減するた

め、生活排水処理施設の整備を進めていきます。 

 

 ２）水浴に供される公共用水域の状況 

 海水浴場等は人が水とふれあう最も身近な場

所であり、きれいで安全な水質を確保する必要

があります。本県では、利用者が概ね 1万人／年

以上の水浴場を目安として毎年水質検査を実施

し、快適に遊泳ができる状態であるかの確認を

行っています。 

 令和 4 2022）年度のシーズン前に実施した

水質検査では、調査対象の 19水浴場中、国が定

めた判定基準で AA と判定された水浴場は 7 か

所、A は 4 か所、Ｂは 8 か所で、不適と判定さ

れた水浴場はありませんでした。 

注）水浴場における水質判定基準は、適 AA、A）、可 B、C）、

不適として標記します。 

 

 ３）工場・事業場対策の推進 

① 水質汚濁防止法による規制 

 水質汚濁防止法では、特定施設を設置する工

場・事業場 特定事業場）から公共用水域に排出

される排出水のうち、日平均総排出水量が
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50m3／日以上または有害物質を含むものにつ

いて、全国一律の排水基準が設定されています。

本県では同法第３条第３項の規定に基づき、昭

和 47 1972）年１月制定の大気汚染防止法第四

条第一項の規定に基づく排出基準及び水質汚濁

防止法第三条第三項の規定に基づく排水基準を

定める条例により、さらに厳しい排水基準を定

め、公共用水域の水質汚濁防止を図っています。 

 なお、水質汚濁防止法に基づく県内の特定事

業場は、令和４ 2022）年３月末現在で 7,360

事業場であり、このうち規制対象特定事業場は

897で全体の12.2%となっています 政令市で

ある四日市市分を除く）。 

 

表 2-4-8（水質汚濁防止法に基づく特定事業場数の推移 

 
注 1）  ）は内数で、有害事業場分。H25以前：有害物質使用特定施設を設置している事業場数。H26以降：有害物質使用特定施設ま

たは有害物質貯蔵指定施設を設置している事業場。 

注 2）四日市市分は除く。 

 

② 三重県生活環境の保全に関する条例による

規制 

 三重県生活環境の保全に関する条例では、「鉄

道業の用に供する車輌整備施設」と「家具製造業

の用に供する塗装水洗ブース施設」を指定施設

とし、当該指定施設を設置する工場・事業場から

の排出水について規制を行っています。 

 なお、令和 4 2022）年３月末現在、指定施

設を設置する工場・事業場は３事業場で、このう

ち 1事業場が規制対象となっています。 

 

③  立入検査および指導 

 本県では、公共用水域および地下水の水質汚

濁の防止を図るため、水質汚濁防止法および条

例に基づき、特定事業場等に対する立入検査を

実施し、排水基準の遵守状況、汚水処理施設の管

理状況等の監視指導を行っています。令和 4

 2022）年度は、延べ 442 事業場 採水を行う

立入検査は 160 事業場）の立入検査を実施し、

9 事業場に対して排水処理等に係る改善指導等

を行いました。 

 

 ４）有害化学物質 ダイオキシン類）への対応 

 ダイオキシン類は、人の生命および健康に影

響を及ぼすおそれがあることから、平成 11

 1999）年度にダイオキシン類対策特別措置法が

制定されました。その環境基準、特定施設に係る

排出基準のほか、汚染状況の常時監視等につい

て規定されています。 

 令和 4 2022）年度は、県内 28 河川 25、

海域 3）地点で水質調査を実施したところ、24

地点で環境基準を達成しました。 

 底質については、17 河川 14、海域 3）地点

で調査したところ、全ての地点で環境基準を達

成しました。 

 また、5地点 いなべ市、菰野町、大台町、玉

城町、紀北町）で行った地下水調査および土壌調

査でも、全ての地点で環境基準を達成しました。 

 

  

50㎥/日 905 897 887 880 870 854 843 828 818 787 784 775 768

以上 64 61 61 60 (69) (65) (67) (67) (69) (67) (67) (66) (68)

50㎥/日 6,766 6,739 6,737 6,730 6,556 6,548 6,534 6,576 6,634 6,673 6,608 6,579 6,592

未満 103 106 120 116 (119) (124) (128) (136) (136) (134) (133) (129) (129)

7,671 7,636 7,624 7,610 7,426 7,402 7,377 7,404 7,452 7,460 7,392 7,354 7,360

167 167 181 176 (188) (189) (195) (203) (205) (201) (200) (195) (197)

R4

排

水

量

計

R3R2H27 H28 H29 H30 R1
年度

H22 H23 H24 H25 H26
区分
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２－２ 生活排水対策の推進 

（生活排水処理施設の整備促進） 

 

（ １）生活排水処理の状況 

 水質汚濁の原因の一つである生活排水の対策

については、下水道、浄化槽、集落排水施設等の

生活排水処理施設の整備を計画的かつ効率的に

進めることが重要となっていますが、本県の生

活排水処理施設整備率は全国に比べ低い状況で

す。 

令和 4 2022）年度末における本県の生活排

水処理施設整備率は 89.0％で、前年度から 0.8

ポイン卜上昇しました 表 2-4-9）。 

 

表 2-4-9（生活排水処理施設の整備率 ％）の状況 

 
注）生活排水処理施設の整備率：処理可能居住人口／住民基本

台帳人口 

※整備率の合計値については、四捨五入したことにより合わな

い場合があります。 

 

 ２）「生活排水処理アクションプログラム 三重

県生活排水処理施設整備計画）」の策定 

 生活排水処理施設の整備手法を地域特性に応

じて選定し、整備区域や整備スケジュール等を

明らかにした「生活排水処理アクションプログ

ラム」を策定し、生活排水処理施設の整備を計画

的かつ効率的に推進することで、生活排水処理

施設の整備率向上に取り組みました。 

 

 ３）下水道事業の推進 

 下水道は、公共用水域の水質保全、生活環境の

改善、浸水の防除を目的としてその整備が急が

れています。公共下水道事業については下水道

計画がある 23市町で事業に着手しており、令和

４ 2022）年度末現在、23市町 12市 11町）

で供用を開始しています。 

流域下水道事業については、県内で計画され

ている全ての処理区 6処理区）で事業に着手し

ており、令和 4 2022）年度末現在6処理区で

供用を開始しています。 

公共用水域の一層の水質改善を進めるため、

従来の BOD、COD、SS 除去主体の二次処理に

加え窒素、りんの除去を図る高度処理が求めら

れています。 

令和4 2022）年度末現在、県内では 36処理

場のうち 20 の処理場で高度処理を実施してい

ます。 

 

 

図 2-4-6 下水道普及率の変化 

 

 ４）農業集落排水事業の推進 

 農業集落排水事業は、農村社会の生活様式の

変化等に伴う農業用用排水の汚濁の進行や、農

産物の生育障害等の改善を図り、生産性の高い

農業の実現と快適で活力ある農村社会を形成す

るため、主として、農業振興地域内の農業集落を

対象に生活排水の処理施設を整備しています。 

 農業集落排水は令和２ 2020）年度までに148

地区全てが完了しました 表2-4-10）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共下水道
農業集落

排水施設

漁業集落

排水施設

コミュニティ

プラント
浄化槽 計 ※）

令和4年度末 60.0 4.9 0.3 0.2 23.7 89.0

令和3年度末 58.9 5.0 0.3 0.2 23.8 88.2

令和2年度末 57.8 5.1 0.3 0.2 24.1 87.6
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表 2-4-10（農業集落排水事業の実施状況 令和５ 2023）年 3月末現在） 

 

 

 ５）漁業集落環境整備事業の推進 

 漁業集落環境整備事業は、新しい海洋秩序の

時代に対処し、漁業の振興と水産物の安定供給

の確保を図り、その基盤である漁港の機能の増

進とその背後の漁業集落における生活環境の改

善を総合的に図るため、漁業集落排水の整備を

行っています。漁業集落排水は平成 2 1990）

年度から着手しており、平成29 2017）年度ま

でに7地区全てが完了しました 表 2-4-11）。 

 

表 2-4-11（漁業集落環境整備事業 漁業集落排水）

の実施状況 令和５ 2023）年 3月末現在） 

 
 

 ６）浄化槽の設置 

 合併処理浄化槽は、下水道等と同等の処理能

力を有しており、かつ工事期間が短く、比較的安

価に設置できることから、生活排水対策の重要

な柱の一つとして国、県等では補助制度を設け

て整備促進を図っています。 

 令和４ 2022）年度における浄化槽整備事業

では、四日市市等 22 市町を対象に 478 基、

71,246 千円の県費補助を行っており、このう

ち、市町が事業主体となって浄化槽の面的な整

備を図る「公共浄化槽等整備促進事業」は、津市

等 6市町で実施されました。 

 令和２ 2020）年４月から改正浄化槽法が施

行され、市町が整備または管理運営する浄化槽

は公共浄化槽として位置づけられ、浄化槽処理

促進区域の指定等さまざまな規定が追加されま

した。 

なお、公共浄化槽等整備促進事業を実施して

いる市町は、全て浄化槽処理促進区域の指定を

行いました。 

 

 ７）生活排水総合対策の推進 

 単独処理浄化槽やくみ取り便槽から合併処理

浄化槽への転換を図るため、新聞広告等さまざ

まな媒体を通じて、県民に対して啓発を行いま

した。 

 また、生活排水対策を推進することが特に必

要な地域として知事が指定した生活排水対策重

点地域に該当する市町 旧町、村含む。）におい

ては、生活排水対策推進計画を定めることによ

り、生活排水処理施設の整備、生活排水対策に係

る啓発等について計画的、総合的な取組が進め

られています。 

 

表 2-4-12（生活排水対策重点地域 

 

 

事業名 地区数 市町数 処理区数
計画対象

人口
事業進捗状況 備考　[　　]　は地区数

桑名市[5]　いなべ市[12]　木曽岬町[4]　四日市市[12]

菰野町[4]　鈴鹿市[18]　　（亀山市[14]　津市[26]

松阪市[3]　多気町[6]　　　明和町[2]　志摩市[1]

玉城町[3]　南伊勢町[1]　（名張市[11]　伊賀市[26]

100%148 16 148 98,534農業集落排水事業

地区数 市町数 処理区数 計画対象人口 進捗率

7 2 7 5,317 100%

生活排水対策重点地域名 対象市町 指定年月日

　勢田川流域 伊勢市

 旧御薗村に係る流域を除く。）  旧伊勢市のみ）

　岩田川流域

 旧津市内の流域で、公共下水 津市

　道の使用区域及び平成7年度 (旧津市のみ）

　までの整備予定区域を除く。）

　久米川流域 伊賀市

 旧大山田村に係る流域を除く。）  旧上野市のみ）

鳥羽市

志摩市

　四日市市 四日市市

 四日市市の下水道処理区域を  旧楠町を除く）

除く。） 菰野町

松阪市

 旧松阪市、

　旧飯南町、

　松阪市・多気町・明和町 　旧飯高町のみ）

多気町

明和町

平成9年2月18日

平成3年3月19日

平成4年4月10日

平成5年5月27日

　志摩地域全域 平成6年2月28日

平成8年2月8日
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 ８）浄化槽等の適切な維持管理 

 本県における浄化槽等設置基数は約 22 万基

です。 

 令和４ 2022）年度は、浄化槽等による公共

用水域の水質保全を図るため、市町および指定

検査機関と協働し、浄化槽設置者および管理者

に対する啓発、浄化槽法に基づく法定検査の受

検率向上の取組、浄化槽等の適正な維持管理の

指導を行いました。 

 

３ 伊勢湾の再生 

 

（ １）伊勢湾総量規制の推進 

 昭和 53 1978）年 6 月の水質汚濁防止法の

一部改正によりCODに係る水質総量規制制度が

導入されて以来、汚濁負荷の総量規制を実施し

ており、「第 8次水質総量削減計画」の目標年度

である令和元 2019）年度では、伊勢湾に排出

される汚濁負荷量は昭和54 1979）年度実績の

46%まで削減されました 図2-4-7）。また、伊

勢湾に排出される窒素に係る汚濁負荷量は平成

11 1999）年度実績に対して 75%、りんでは

53%に削減されました 図 2-4-8）。 

これまでの取組により、伊勢湾においては、水

質のCODの環境基準達成率が改善傾向にあるも

のの、大規模な貧酸素水塊が発生しています。ま

た、近年では、窒素・りん等の栄養塩類の低下に

よる漁獲量の減少等の生物生産性の低下につい

ても危惧されています。 

 このため、環境基準の達成と生物生産性・生物

多様性とが調和・両立した「きれいで豊かな海」

の実現に向けて、「第９次水質総量削減計画」を

策定しました。 

 本県の水質総量規制対象区域 指定地域）は、

南勢地域の一部、伊賀、東紀州地域を除く21市

町、総量規制対象事業場は 628 事業場 令和４

 2022）年度末現在）となっており、県では総量

規制制度に基づく指導のほか、発生負荷量管理

等調査、伊勢湾における広域総合水質調査等を

行っています。 

 

 

 
図 2-4-7 伊勢湾の汚濁負荷量の推移 COD） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-4-8（伊勢湾の汚濁負荷量の推移 窒素、りん） 
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 ２）「伊勢湾再生行動計画」の推進 

 平成 18 2006）年 2 月に国と東海三県一市

等で組織する「伊勢湾再生推進会議」を設立する

とともに、平成19 2007）年 3月には「伊勢湾

再生行動計画」を策定して、伊勢湾再生に向けた

さまざまな取組を進めてきました。平成 29

 2017）年度には計画に基づく取組を総括評価

し、その課題をふまえ、引き続き伊勢湾の再生に

取り組むための第二期行動計画を策定しさまざ

まな取組を進めています。 

・NPO、学識者、市町等をメンバーとする「伊勢

湾再生推進検討会」を設置し、さまざまな主体

が協働連携する仕組みづくりについて検討す

るとともに、環境保全活動団体の意見交換会・

交流会を開催し、情報の共有やネッ卜ワーク

化を進めました。 

・陸域からの負荷削減に向けて、「生活排水処理

アクションプログラム」に基づき、地域の実情

をふまえた下水道、集落排水、浄化槽等の事業

を計画的効率的に進めました。 

・海域の環境改善に向け、干潟・藻場の造成・再

生等による底質改善に取り組みました。 

・県民や漁業者、学校等が互いに連携し、水質モ

ニタリング調査や川の健康診断を実施するな

ど、さまざまな主体が連携した取組を進めま

した。 

・四日市大学等と連携し、生物生産に適した栄養

塩濃度の解明や伊勢湾における貧酸素水塊の

原因解明に向けた調査・研究を進めました。 

 

 ３）伊勢湾の総合的な利用と保全に係る広域連

携の推進 

伊勢湾およびその周辺地域の総合的な発展と

保全を図るため、三県一市 愛知県、岐阜県、三

重県、名古屋市）が連携した取組を実施していま

す。水質部会では、令和5 2023）年 1月 17 日

に伊勢湾およびその流域圏の再生・保全に関す

る研究会を実施しました。海岸漂着物対策検討

部会では、普及啓発物品の共同作成・配布、国へ

の提言・提案等を行うとともに、令和 4 2022）

年 10 月 9 日には、NPO 団体等と協力し、清掃

活動および意見交換会を鳥羽市答志島で実施し

ました。 

 また、森から川、海へのつながりを意識した伊

勢湾流域圏における広域的な活動が広がるよう

「伊勢湾 森・川・海のクリーンアップ大作戦」

の取組を三県一市の連携により展開しました。 

 さらに、伊勢湾流域圏における広域的な地域

計画の策定に向けて、計画の内容等について三

県で検討を重ねました。 

 

 ４）海岸漂着物対策の推進 

 海洋プラスチック等を含む県全域の海岸漂着

物対策については、海岸管理者、民間団体、企業

等による協力体制の構築と、流域圏の自治体と

の連携により、発生抑制対策を含めた環境保全

活動を推進しました。 

県および市町が行う海岸漂着物の発生抑制対

策および回収処理事業については、地域環境保

全対策費補助金を活用して実施しました。海洋

プラスチック配合ボールペンの作成、PR動画を

活用したSNSやテレビでの CM放送など、海岸

漂着物問題の普及啓発に努めました。 

 また、海岸漂着物の実態を継続して把握する

ため、国のガイドラインに基づき、モニタリング

調査を実施しました。 

 

４ 土壌・土砂等の対策の推進 

 

４－１ 新たな土壌汚染の防止 

 

（ １）土壌汚染対策法による規制 

土壌汚染対策法では、土壌汚染の状況の調査

の機会として、「①（有害物質使用特定施設の使

用廃止時 第 3 条）、②（一定規模以上の形質変

更の届出を受けたときに当該土地に汚染のおそ

れがあると知事が認めるとき 第 4 条）、③（土

壌汚染により健康被害が生ずるおそれがあると

知事が認めるとき 第5条）」を定めています。 

 ①～③の調査で土壌汚染により基準に適合し

ない場合は、その土地を要措置区域または形質

変更時要届出区域に指定します。指定されると

形質変更の方法や土壌の搬出を法で定める基準

で行う必要があります。 

 県内 保健所政令市である四日市市を除く。）

における指定の状況は、要措置区域 1 件、形質

変更時要届出区域11件です 令和5 2023）年

3月末現在）。 
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 ２）三重県生活環境の保全に関する条例による

規制 

土壌汚染の早期発見および拡散防止ならびに

土壌汚染対策法の円滑な施行のため、三重県生

活環境の保全に関する条例の規定により、大規

模土地形質変更時の土地履歴調査およびそれに

基づく土壌・地下水調査ならびに有害物質使用

特定施設を設置する工場等における土壌・地下

水調査を義務づけています。 

 また、土壌・地下水汚染を発見した場合は、知

事ヘ届け出ることとしています。 

 令和4 2022）年度の汚染発見の届出は 4件

ありました。県は立入調査を実施し、汚染の浄化

等、適正な措置を指導しました。 

 

 ３）ゴルフ場の維持管理指導 

 ゴルフ場における農薬の安全で適正な使用を

確保し、ゴルフ場およびその周辺地域の環境保

全、災害の防止を図るため、「ゴルフ場の維持管

理に関する指導要綱」に基づき、ゴルフ場事業者

から維持管理状況等の報告を求めるなど、ゴル

フ場の適正な維持管理の指導を行っています。 

 

 ４）ゴルフ場における農薬の適正使用 

 農薬の適正使用・保管については、農薬取締法

に基づく、 

・登録農薬の使用 

・農薬表示事項の遵守 

・危被害防止対策 

・農薬の適正保管 

について、「ゴルフ場の維持管理に関する指導要

綱」「ゴルフ場の維持管理に関する指導要綱の取

扱いについて」で定められた調査、点検を実施す

るとともに、農薬使用管理責任者等を対象に「農

薬管理指導士研修会」を開催し、ゴルフ場関係者

の資質向上に努めています。また、農薬の適正使

用による周辺環境の安全確保という観点に立っ

て、「ゴルフ場における病害虫雑草安全防除指

針」を策定し適用しています。 

 なお、令和４ 2022）年度は、11、12 月に県

内ゴルフ場合計 22 か所を対象に農薬の保管状

況等のパトロールを実施しました。 

 

 

 

 

４－２ 地下水の状況 

 

 近年、トリクロロ工チレン等の有機塩素化合

物による地下水汚染が全国各地で顕在化してい

ます。地下水はいったん汚染されるとその回復

が難しいことから、汚染の未然防止を図ること

が何よりも重要となっており、地下水の水質汚

濁に係る環境基準が設定されています。 

 また、平成24 2012）年 6月、水質汚濁防止

法の改正施行から、施設・設備からの地下水汚染

や作業に伴う非意図的な地下水汚染を防止する

ため、構造基準や定期点検等の規定が設けられ

ました。 

 地下水の水質の状況を把握するため、「令和 4

 2022）年度公共用水域及び地下水の水質測定計

画 三重県）」に基づき調査を実施しています。

調査は、県、国土交通省中部地方整備局および四

日市市が分担して行っています。 

 

 １）概況調査 

 平成３ 1991）年度から平成 14 2002）年

度まで、地域の全体的な地下水質の状況を把握

するため、県内全域を 108 メッシュ 市街地５

km×５km、山間部 10km×10km）に区分し、

４年サイクルで県内を一巡する調査を実施しま

したが、調査後 10年を経過したことから、平成

25 2013）年度から再度調査を実施しています。 

 令和 4 2022）年度は、26地点を対象に概況

調査を行ったところ、24地点で環境基準を満た

していましたが、2地点で環境基準を超過してい

ました。超過の内訳は、砒素が1地点、硝酸性窒

素及び亜硝酸性窒素が1地点でした。 

 

 ２）継続監視調査 

過去の概況調査等で環境基準 平成 9 1997）

年度までは評価基準）を超過して検出された地

点において、地下水質の状況を経年的に監視す

るため調査を実施しています。 

令和 4 2022）年度は、8 地点を対象に調査

を行ったところ、４地点で環境基準を満たして

いましたが、4地点で環境基準を超過していまし

た。超過の内訳は、砒素が１地点、ふっ素が１地

点、トリクロロエチレンが１地点、テトラクロロ

エチレンが２地点でした。 
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 ３）評価と対策 

 令和 4 2022）年度は、概況調査において26

地点中２地点で、継続監視調査において 8 地点

中 4地点で環境基準を超過していました。 

 今後も、県内の地下水汚染の状況、経年変化等

を把握するため、地下水の水質調査を継続して

実施し、環境基準を超過するなど、地下水の汚染

が確認された場合は、利水状況に応じた指導を

適切に行います。 

 

４－３ 地盤沈下の防止 

 

（ １）地盤沈下の現状 

 昭和 30 年代後半からの高度経済成長期の地

下水利用の増大に伴い、広い範囲で地盤が沈下

するという現象が発生し、昭和 36 1961）年か

ら令和 4 2022）年までの 61年間に、桑名市長

島町白鶏 水準点番号 C35-16）では、163.26cm

の累積沈下量が記録されています。 

 北勢地域の地盤沈下は、工業用地下水採取の

大幅な削減や水道用水の地表水への転換などに

より、沈静化傾向にあります。しかし、平成 6

 1994）年のような異常渇水時には、平年を大幅

に上回る年間2cm以上の地盤沈下地域が観測さ

れています。このように地盤沈下は降水量等の

気象状況の影響を受けやすく、また、海抜 0m地

域にあっては年々わずかながらその地盤高が低

くなっており、常に高潮・洪水・内水氾濫および

地震災害等の潜在的危険性の高い地域となって

います。 

 
図 2-4-9（北勢地域主要水準の沈下状況 

 

 

 

 ２）地盤沈下対策の推進 

① 地下水採取の規制・指導 

 地下水の過剰揚水が地盤沈下の主要因である

ことから、昭和32 1957）年以降、四日市市の

一部と楠町 現四日市市）を工業用水法の指定地

域として工業用の地下水採取を規制していま

す。 

 また、昭和50 1975）年 4月から、三重県公

害防止条例 現三重県生活環境の保全に関する

条例）の改正により、規制地域を拡大し、工業用

以外の地下水採取も規制しています。 

 

②（地盤沈下の観測・調査 

 地盤沈下の状況を把握し、かつ地盤沈下を未

然に防止するため、２つの方法により監視を 

行っています。 

・水準測量による方法 

 愛知県豊明市にある基準水準点を不動点とし

て、精密水準測量を実施し、地盤の上下変動を測

定する方法で、各水準点の標高を測定し、前年と

の差から変動量を出し、地盤沈下の状況を把握

しています。北勢地域の 2 市 3 町の地点で水準

測量を行いました。近年では、平成 6 1994）

年に、1cm 以上の沈下水準点が 37 点観測され

た以降、沈静化傾向であり、令和 4 2022）年

に 1cm以上の沈下は観測されませんでした。 

1cm 未満で沈下している観測点は多くあり、

今後も継続した監視が必要となっています。 

・地盤沈下観測井戸による方法 

 地盤沈下の主な原因である地下水位の低下の

状況や地層別の収縮量 沈下量）を、観測井戸を

設けて測定しています。地盤沈下と密接に関連

する規制地域内の地区水位 年間平均）は、単年

度では低下も見られますが、全般的には上昇傾

向にあり揚水量の削減効果が現れてきていま

す。 

 

③ 濃尾平野地盤沈下防止等対策要綱 

 愛知県、岐阜県、三重県の 3 県にまたがる濃

尾平野の地盤沈下を防止するため、「濃尾平野地

盤沈下防止等対策要綱」により、各種の地盤沈下

防止等の対策を推進しています。 
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表2-4-13（地盤沈下対策関連事業一覧表 要綱に基

づく完了事業） 令和５ 2023）年 3月末現在） 

 
 

ア 啓発・普及の推進 

 要綱で設定されている地下水採取目標量の遵 

守に向け、事業者に対して、地下水利用から表流

水利用への啓発・普及等の対策を進めました。 

 

 

 

 

イ 北伊勢工業用水道事業 

 北伊勢工業用水道事業は、北伊勢臨海部の石

油化学を中心とする工業の発展に伴う水需要増

大への対応や、地盤沈下に対する地下水代替用

水確保の必要性から、昭和 31 1956）年に給水

を開始して以来、順次拡張を行い、令和4 2022）

年度は約 1 億 4,484 万 m3の工業用水を供給し

ました。 

 

４－４ 温泉の保護・利用 

 

 本県には約200か所 令和５ 2023）年３月

末現在）の源泉があり、その利用目的は湯治場等

の保養的利用から、ゴルフ場、健康ランド等のレ

ジャー的趣向へと多様化してきています。 

 また、全国的な温泉ブームにより温泉開発が

増加しており、既設源泉の揚湯量の減少および

泉質の低下が懸念されています。こうした中で、

温泉の保護と利用の適正化等を図るため、地域

の特性に即した指導を行っています。 

 令和 4 2022）年度は、温泉利用 浴用およ

び飲用）について33件の許可を行いました。 

 

表 2-4-14（温泉法に基づく許可実績の推移 単位：件）  

 
 

４－５ 土砂等の埋立て等の規制に関する条例 

 

 無秩序な土砂等の埋立て等による災害の未然

防止および生活環境の保全に資することを目的

とした三重県土砂等の埋立て等の規制に関する

条例を令和２ 2020）年４月から施行しました。 

 令和 4 2022）年度は、土砂等の埋立て等が

適正に行われるよう、条例に基づく土砂等の埋

立て等を行う者などへ監視・指導を行い、153 件

の立入検査を行いました。 

 また、令和4 2022）年度は、15件の許可を

行いました。 

 

 

 

５ 良好な景観の形成 

 

５－１ 景観 

 

 本県は、山地・山脈、中山間地、農地、河川、

海・海岸等といった多様な自然景観に加え、街

道、歴史的まちなみ、集落といった歴史・文化的

景観や市街地等の社会・経済的景観によって形

成されています。 

 本県では、景観づくりの基本となる三重県景

観づくり条例を平成19 2007）年 10 月 20日

に制定するとともに、景観法に基づく「三重県景

観計画」を平成 20 2008）年 4 月 1 日から運

用し、届出制度を通じた良好な景観づくりを推

進しています。 

関 連 事 業 の 分 類 事業主体 事 業 内 容

地盤沈下対策土地改良事業

 伊曽島南部、源緑輪中、東汰上、

　東汰上二期、城南）

地盤沈下対策河川事業

 現在：低地対策事業） 長島川）

　(鍋田川：休止中)

湛水防除事業

 伊曽島北部、七取、木曽岬、

　長島北部、城南、今島、源緑輪中等）

その他関連事業 三重県

代替水の供給に係る事業 三重県 北伊勢工業用水道事業

地盤沈下対策事業 三重県

年度

種別

温 泉 堀 削 1 2 1 1 1 2 1 0 4 1 0 2 1

増堀及び動力装置 0 2 1 3 1 1 2 1 0 3 0 0 2

温 泉 利 用 33 34 43 40 32 40 29 53 33 23 26 28 33

合 計 34 38 45 44 34 43 32 54 37 27 26 30 36

R3R2 R4H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
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 また、市町や地域が主体となって取り組む景

観づくりを支援しています。現在県内10市が景

観行政団体となり、それぞれの地域での景観づ

くりを進めています。 

 さらに、公共事業や公共施設の整備の実施に

あたっては、地域の景観特性に配慮することと

しています。 

 

５－２ 屋外広告物の規制等による良好な景観形成 

 

 屋外広告物は、情報の伝達や街の活性化に不

可欠なものですが、無秩序な設置は自然や街の

景観を損なうことになりかねず、また、転倒や落

下により、歩行者等が危害にさらされるおそれ

もあります。このため、三重県屋外広告物条例を

定め、良好な景観の形成、風致の維持、公衆に対

する危害の防止という 3 つの観点から、必要な

規制・指導を行うとともに、三重県屋外広告物条

例に基づき、屋外広告物沿道景観地区として、7

地区を指定し、良好な景観形成を積極的に推進

しています 表 2-4-15）。 

 

表 2-4-15（屋外広告物沿道景観地区 

 令和５ 2023）年 3月末現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５－３ 地区計画制度の活用 

 

 各地区の特性を生かし地区住民の合意のもと

に建築物の用途、高さ、壁面の位置、形態や意匠

等を定めた地区計画を都市計画法に基づき策定

することにより、景観に配慮したきめ細かなま

ちづくりを推進しています。 

 

５－４ 風致地区等の活用 

 

 都市景観の重要な要素である樹林地等の緑を

保全し、風致の維持に支障を及ぼす建築物や宅

地の造成等を規制するため、風致地区を定め、都

市における自然景観の形成を図っています。 

 

５－５ 地域の特性を生かした景観形成の推進 

 

（ １）景観形成施策の展開 

 景観法に基づく「三重県景観計画」を策定し、

平成20 2008）年 4月 1日から運用しており、

地域の特性を生かした景観づくりを県内全域で

展開するため、次の取組を実施しています。 

① 市町における景観づくりの促進 

市町における主体的な取組を支援し、市町の

景観法に基づく景観計画の策定等を促進するた

め、景観アドバイザーや職員の派遣等を行いま

す。 

 

② 景観づくりに関する普及・啓発 

地域住民や市町の景観づくりに対する意識の

高揚、啓発を図るため、景観交流会への景観アド

バイザーの派遣などを行います。 

 

 ２）地域の特性を生かした景観まちづくりの実施 

 地域の創意工夫やニーズを反映した県民満足

度の高い社会資本整備の実現をめざすため、良

好な景観や歴史的なまちなみ等の地域資源に配

慮した県有施設の整備済箇所について積極的に

情報発信を行い、まちの良好な景観形成を推進

します。 

 

 

 

 

地区名 場所

伊勢志摩

屋外広告物

沿道景観地区

国道167号の国道23号との交点から県道阿児磯部鳥羽線との交点ま

での区間 国道42号との重複区間を含む。）及び当該区間の道路端

から両側100ｍ以内の区域。 家屋連担地域にあっては30ｍ）

伊勢志摩

屋外広告物沿

道景観B地区

伊勢市内の県道鳥羽松阪線度会橋から県道伊勢磯部線浦田橋までの

区間及び当該区間に接する敷地を含む。

伊勢志摩

屋外広告物沿

道景観C地区

国道167号のうち、志摩市阿児町鵜方の県道鳥羽阿児線との金谷橋

交差点から志摩市阿児町鵜方の国道260号との赤松ヶ谷交差点まで

の区間及び国道260号のうち、志摩市阿児町鵜方の国道167号との

赤松ヶ谷交差点から志摩市志摩町御座の市道マサキ線との交差点ま

での区間及び当該区間の道路端から両側100ｍ以内の区域。 家屋

連担地域にあっては30ｍ）

奥伊勢

屋外広告物

沿道景観地区

国道42号の伊勢自動車道勢和多気インター交差点から大紀町と紀北

町との境までの区間及び当該区間の道路端から両側100ｍ以内の区

域。 家屋連担地域にあっては30ｍ）

紀北

屋外広告物

沿道景観地区

国道42号の大紀町と紀北町との境から尾鷲市と熊野市との境までの

区間及び当該区間の道路端から両側100ｍ以内の区域。 家屋連担

地域にあっては30ｍ）

紀南

屋外広告物

沿道景観地区

国道42号の尾鷲市と熊野市の境から和歌山県境までの区間及び当該

区間の道路端から両側100ｍ以内の区域。 家屋連担地域にあって

は30ｍ）

国道311号

屋外広告物

沿道景観地区

国道311号のうち、尾鷲市新矢ノ川橋西から熊野市大泊地内の国道

42号との交差点までの区間及び熊野市立石南から和歌山県境までの

区間及び当該区間の道路端から両側100ｍ以内の区域。
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５－６ 道路・沿道景観の保全・創出 

 

（ １）潤いのある道路空間の創造 

 道路利用者が安心して自由に立ち寄り、利用

できるパーキングとして、また文化・歴史・特産

物等を紹介する情報発信の場として「道の駅」を

整備しています。「道の駅」は、「休憩施設」と「地

域の交流を促進するための施設」を一体化した

一般道路の多機能型休憩施設であり、令和５

 2023）年２月現在、登録されている「道の駅」

は全国で1,204 駅、県内では18駅あります 表

2-4-16）。 

 

表 2-4-16（三重県内で登録されている「道の駅」 

 令和５ 2023）年３月現在） 

 
 

 ２）街路の整備 

 街路は、都市内の重要な公共空間の一つです。

県民に親しまれ、生活に潤いを与える場として、

アメニティの高い道路空間の創出に配慮しなが

ら、整備を進めています。 

 

 

 

 

表 2-4-17（街路の整備状況 令和 4 2022）年度） 

 
 

５－７ 農村地域における生活環境の改善 

 

 農村地域の環境保全において、多面的機能支

払などにより、さまざまな主体が参画する環境

保全活動等を支援することで、地域を支える活

動の担い手を育成しています。 

 また、令和４ 2022）年度は、農道 ２地区）

や集落道 1地区）の整備により、農村地域にお

ける利便性の向上や生活環境の改善を進めまし

た。 

 

５－８ 中山間地域等の支援 

 

 中山間地域等直接支払は、農業の多面的機能

の維持増進に向け、中山間地域等における農業

生産活動の不利を補正する制度です。 

 令和 4 2022）年度には、229集落の 2,161ha

で営農の継続による多面的機能の維持に向けた

支援を進めました。 

 

５－９ 森林病虫害等の防除 

 

 林業を取り巻く情勢が厳しい中、森林の管理

水準の低下により、森林病害虫等の被害の早期

発見や迅速な防除のための体制強化の必要性が

高まっています。 

県内における松くい虫被害は、長期的には昭

和 56 1981）年をピークに年々減少し、令和4

 2022）年度はピーク時の 1%未満になっていま

す 図 2-4-10）。 

 しかし、高温小雨の気候が続けば、再び被害が

拡大するおそれもあり、なお予断を許さない状

況にあります。 

駅名 所在地 路線名

飯 高 駅 松 阪 市 国道166号

菰 野 菰 野 町 国道477号

紀 宝 町 ウ ミ ガ メ 公 園 紀 宝 町 国道42号

パ ー ク 七 里 御 浜 御 浜 町 国道42号

海 山 紀 北 町 国道42号

奥 伊 勢 木 つ つ き 館 大 紀 町 国道42号

熊 野 き の く に 熊 野 市 国道42号

茶 倉 駅 松 阪 市 国道166号

奥 伊 勢 お お だ い 大 台 町 国道42号

美 杉 津 市 国道368号

関 宿 亀 山 市 国道1号

伊 勢 志 摩 志 摩 市 国道167号

紀 伊 長 島 マ ン ボ ウ 紀 北 町 国道42号

あ や ま 伊 賀 市  主）甲南阿山伊賀線

い が 伊 賀 市 国道25号

津 か わ げ 津 市 国道23号

熊 野 ・ 花 の 窟 熊 野 市 国道42号

熊野・板屋九郎兵衛の里 熊 野 市 国道311号

路　線　名 都　市　名

桑部播磨線 桑名市

野町国府線 鈴鹿市

外宮常磐線 伊勢市

本町宮川堤線 伊勢市

服部橋新都市線 伊賀市

尾鷲港新田線 尾鷲市
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松くい虫被害対策は、森林病害虫等防除法に

基づき、関係市町との連携を強化しつつ、公益的

機能の高い重要な松林を中心に、効果的な防除

に努めており、薬剤の散布による予防措置や、被

害木の駆除措置を実施しました。 

 

 
図 2-4-10（三重県下松くい虫被害の推移 

 

表 2-4-18（森林病害虫等の防除状況 

 令和 4 2022）年度） 

 

 

６ 歴史的・文化的環境の保全 

 

６－１ 指定文化財の保存・活用 

 

本県には、特色ある歴史風土に育まれた数多

くの優れた歴史的・文化的資産 文化財）があり

ます。 

 しかしながら、経年変化による損傷や過疎化・

少子高齢化等による保護の担い手の減少など多

くの課題があり、適切な保存と、積極的な活用を

図ることが困難になりつつあります。 

 令和４ 2022）年度は、指定文化財等の現状

を把握するため、文化財保護指導委員を中心に

必要な巡視・調査を行いました。さらに、適切な

保存とその活用を図るため、所有者や管理者等

が行う保護事業に対して支援しました。 

 

 

 

 

６－２ 登録有形文化財の保存・活用 

 

 本県では、旧飯南郡図書館をはじめとする公

共建築や紡績工場等の建造物など、約 630 件の

近代化遺産が確認されています。 

これらの保存・活用については、文化財登録制

度の導入に伴い、各都道府県での対応が求めら

れており、令和４ 2022）年度は、住川家住宅、

恵日山観音寺、旧小渕医院、旧倭村役場、旧吉田

医院、於茂千也函、かつおの天ぱくの７箇所 件

数は11件）が国の登録有形文化財 建造物）に

登録されました。 

 

６－３ 埋蔵文化財の調査・保存 

 

 県内には、約14,500 件の埋蔵文化財の存在が

確認されており、各種開発事業に際しては、原則

としてそれらを現状保存することとしています

 表2-4-19）。 

 しかし、埋蔵文化財の保護と開発との調和を

図る上から、やむを得ず事前に発掘調査を実施

して、結果を記録として後世に残すことも行っ

ています。 

 令和４ 2022）年度に、「三重県埋蔵文化財セ

ンター」が各種開発に伴い実施した発掘調査は

９遺跡、斎宮歴史博物館が斎宮跡の解明のため

実施した発掘調査は２地区でした。 

 

表 2-4-19（三重県内の埋蔵文化財数 

 令和５ 2023）年 3月末現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

６－４ 史跡等指定地域の公有地化の推進 

 

 史跡斎宮跡等では、史跡の有効活用を図るた

め、公有化が進められています。 

史跡の公有化の推進と保存・活用を進めるた

め、令和４ 2022）年度においても、引き続き、

国指定史跡等の土地買上、整備事業等への支援

を行いました。 
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実施主体 内　　　容

予防措置 地上散布23ha）

駆除措置 特別伐倒駆除42㎥）
市　町

遺 物 散 布 地 4,888

古 墳 7,142

社 寺 跡 435

城 館 跡 1,300

生 産 遺 跡 等 254

そ の 他 455

合 計 14,474
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６－５ 歴史的・文化的な遺産 

 

 我が国の中央部に位置し、東西日本の結節点

として古くから開けてきた本県には、数多くの

歴史的・文化的な遺産があります。 

 その中で重要なものについては、有形文化財、

無形文化財、民俗文化財、史跡・名勝・天然記念

物に指定され保存・活用されています 表 2-4-

20）。 

 

表 2-4-20（三重県内の国・県指定等文化財数 

 令和５ 2023）年 3月末現在） 

 

表 2-4-20（三重県内の国・県指定等文化財数 

 令和５ 2023）年 3月末現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６－６ 三重県総合博物館(MieMu)の活用 

 

 三重県総合博物館 MieMu）では、市町等との

役割分担のもとで、県内の博物館、市町や大学、

学校、企業等の関係機関、地域のさまざまな主体

と連携協力して、三重の自然と歴史・文化に関す

る資産を保全・活用することとしています。 

 令和４(2022）年度は企画展『三重の円空』を

開催し、県内の寺院等が所蔵する円空作の絵画・

仏像などの展示をとおして、文化財への理解を

深める取組を行いました。 

 

６－７ 熊野参詣道（伊勢路）の保全 

 

 熊野参詣道伊勢路を含む「紀伊山地の霊場と

参詣道 さんけいみち）」は、吉野・大峯、熊野

三山、高野山の三霊場とこれらを結ぶ大峯奥駈

道、熊野参詣道、高野参詣道の参詣道からなる文

化遺産で、平成16 2004）年 7月にユネスコの

世界遺産に登録され、平成 28 2016）年 10 月

に追加登録されました。登録にあたっては、これ

らの遺産が、日本の信仰や文化に多大な影響を

与え、また、良好な形で継承されていることが評

価されました。 

 世界遺産の登録資産は、三重、奈良、和歌山の

三県にまたがっており、県内では、熊野古道とし

て親しまれている熊野参詣道伊勢路のうち、往

時の状況をのこす峠道を中心とした約 33km が

世界遺産に登録されています。本県は、奈良県、

和歌山県および県内の資産が所在する市町と連

携して、世界遺産の適切な保全にあたっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国 県 計

建造物 内、国宝２） 26 45 71

絵画 20 44 64

彫刻 67 115 182

工芸品 19 60 79

書跡・典籍・古文書 内、国宝文書３） 44 59 103

考古資料 内、国宝１） 10 31 41

歴史資料 4 10 14

190 364 554

工芸技術 1 1 2

芸能 0 1 1

1 2 3

無形民俗文化財 10 38 48

有形民俗文化財 1 25 26

11 63 74

特別史跡 1 ― 1

特別天然記念物 2 ― 2

特別名勝及び天然記念物 1 ― 1

史跡 37 71 108

史跡及び名勝 0 3 3

史跡及び天然記念物 0 0 0

名勝 6 8 14

名勝及び史跡 1 0 1

名勝及び天然記念物 0 1 1

天然記念物 地域を定めず） 15 4 19

天然記念物 21 78 99

天然記念物及び名勝 1 1 2

85 166 251

1 ― 1

0 0 0

15 11 26

0 ― 0

311 ― 311

1 ― 1

2 ― 2

330 11 341

617 606 1,223

文

化

財

民

俗

種別

（

有

形

文

化

財

）

重

要

文

化

財

小　計

文

化

財

無

形

小　計

総　計

小　計

記

念

物

小　計

伝統的建造物群保存地区 選定）

文化財の保存技術 選定）

記録作成等の措置を講ずべき無形の民俗文化財 選

択）

重要文化的景観 選定）

登録有形文化財 建造物）

登録有形民俗文化財

登録記念物

合　計
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第３節 令和 5年度以降の取組方向 

 

１ 大気環境の保全 

 

１－１ 大気汚染の防止 

 

（ １）工場・事業場対策の推進 

① 監視・指導の実施 

 工場等から排出される大気汚染物質、また、平

成 30 2018）年 4月から、新たに規制が始まっ

た水銀の排出を削減するため、大気汚染防止法

や三重県生活環境の保全に関する条例に基づ

き、規制対象工場への立入検査等により、引き続

き監視・指導していきます。 

 

② 問題発生工場等に対する調査指導 

 大気汚染被害の発生源となった工場などに対

し被害発生の実態把握と発生原因の究明を図

り、必要な対策を指導します。 

 

③ 大気汚染に係る緊急時の措置 

 大気環境の状況を継続して監視測定するとと

もに、緊急時には「大気汚染緊急時対策実施要

綱」に基づく措置を実施します。 

 

 ２）光化学スモッグ対策の推進 

① 光化学スモッグに係る緊急時の措置 

 県内 17発令地域の各関係機関と連携を図り、

学校等に対し光化学スモッグ緊急時の措置を求

め、被害の未然防止に万全を期します。 

 

② 光化学オキシダン卜予測システムの運用 

 予測システムにオキシダン卜の新しい知見を

加味しながら、運用を実施します。 

 

 ３）石綿 アスベスト）の飛散対策の推進 

 令和２ 2020）年の大気汚染防止法改正によ

り、特定建築材料の対象拡大と令和４ 2022）

年４月１日から電子システムによる事前調査結

果の報告が義務づけられ、規制が強化されまし

た。引き続き、適切な解体等作業が行われるよう

関係団体と連携を図り、事業者等へ指導してい

きます。 

 

 

 

 ４）重金属等の有害化学物質への対応 

 大気中の有害化学物質 22の優先取組物質お

よび水銀等）の濃度を、四日市市と連携して、引

き続き調査します。 

また、有害化学物質の使用事業者へ排出抑制

に関する最新情報を提供し、自主的な排出抑制

を促します。 

 

 ５）有害化学物質 ダイオキシン類）への対応 

 ダイオキシン類について、発生源となる焼却

施設等の監視、排出の規制および施設の改善指

導を行います。 

 また、ダイオキシン類による環境汚染の実態

を把握するため、ダイオキシン類対策特別措置

法に基づき、大気、水、土壌等の各地点で定期的

なモニタリングを行います。 

 

１－２ 自動車環境対策の推進 

 

（ １）自動車排出窒素酸化物等総量削減計画の推進 

 国が平成 23 2011）年 3 月に示した総量削

減基本方針に基づき、「三重県総量削減計画」を

平成25 2013）年 3月に策定しました。対策地

域内の環境基準の達成状況をふまえながら取組

を進めます。 

 

 ２）監視・調査の実施 

 沿道の大気環境の状況について常時監視する

とともに、自動車環境対策の進捗状況を把握す

るため、「三重県総量削減計画」に基づく進行管

理調査等を実施します。今後は、対策地域におけ

る環境基準の確保の評価を行っていきます。 

 

 ３）自動車使用管理計画の策定 

 自動車 NOx・PM 法に基づき、対策地域内で

30 台以上の自動車を使用している事業者に対

し、自動車使用管理計画の策定を指導するとと

もに、定期的な報告により同計画の進捗状況を

把握します。 
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 ４）低公害車の普及 

 低公害車の一つである天然ガス自動車の普及

を促進するため、県内の事業者が天然ガス自動

車を導入する際、経費の一部を国と協調して補

助します。 

 

 ５）アイドリング・ストップの推進 

 駐車場管理者が行うアイドリング・ストップ

の周知への支援および県民へのアイドリング・

ストップの普及啓発を進めます。 

 

 ６）交通管制システムの効果的活用 

 交通渋滞に係る情報を収集・分析することに

より、運転者に的確な情報提供を行うとともに、

交通の情報に応じた最適な信号制御を行い、交

通の円滑化を図っていきます。 

 

 ７）公共交通等の利用促進 

 国や市町、関係団体、交通事業者、企業等さま

ざまな主体と連携・協力してモビリティ・マネジ

メントの推進に取り組み、バスや地域鉄道等の

公共交通の利用促進を図ります。 

 

１－３ 騒音・振動・悪臭の防止 

 

（ １）騒音・振動に係る工場・事業場に対する規

制・指導等 

騒音規制法、振動規制法および三重県生活環

境の保全に関する条例に基づき、市町と連携し

て、規制対象工場・事業場への立入検査や指導、

啓発を行います。 

 また、騒音規制法、振動規制法の規制地域・規

制基準等について、町の要望を受けて指定しま

す。 

 

 ２）都市生活騒音対策 

① 近隣騒音対策 

 生活騒音の防止のためのモラルの高揚を図る

ため、県ホームページで啓発を行います。 

 

② 未規制事業場 施設）対策 

 未規制事業場 施設）による騒音苦情の実態を

把握するため、市町との連携を図り、騒音測定等

を適宜実施します。 

 

 ３）主要道路沿道の騒音マップの公開 

 環境騒音 道路に面する地域）の地域評価につ

いては、道路に面する一定地域内の住居等のう

ち、騒音レベルが環境基準値を超過する戸数お

よび超過する割合で評価する面的評価により行

うこととされています。市と連携して評価を行

い、主要道路沿道の騒音マップを環境省のホー

ムページで公開していきます。 

 

 ４）悪臭に係る工場・事業場に対する規制・指

導等 

 工場等に対し、市町と連携して悪臭の防止の

指導・啓発を行います。 

 また、濃度規制の地域拡大と複合臭に対応で

きる臭気指数規制の導入について、市町に助言

を行うとともに、町の要望を受けて規制地域・規

制基準を指定します。 

 

 ５）畜産経営に起因する悪臭の防止 

悪臭防止について、家畜排せつ物法に基づき、

畜産農家に対して家畜ふん尿の適正処理につい

ての指導を行います。 

 

２ 水環境の保全 

 

２－１ 水質汚濁の防止 

 

（ １）水質の監視 

 公共用水域や地下水の水質を継続的に監視す

ることにより、水質の状況や経年変化を把握し、

水質汚濁の防止、汚濁負荷量の削減を進めます。 

 

 ２）環境基準類型の指定・見直し 

 公共用水域の水質汚濁に係る環境基準は、人

の健康を保護し、生活環境を保全する上で維持

することが望ましい基準として定められてお

り、当該水域における水道水源や水産養殖での

利用、水生生物の保全の必要性等をふまえ、環境

基準の類型を指定することにより水質汚濁の防

止を図っています。 

また、環境基準の類型を指定した水域のうち、

環境基準の達成状況、汚濁源の状況変化等から、

より上位の環境基準類型への見直しが適当であ

る水域については、適宜環境基準類型の見直し

を行うことでさらなる水質改善を図ります。 

 平成 26 2014）年度、本県の 43河川を対象

に、水生生物の保全に係る水質環境基準の水域

類型を指定しました。引き続き、これらの河川に

ついて、水生生物の保全に係る水質環境基準の

達成状況を確認していきます。 
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 ３）工場・事業場に対する規制・指導 

 県内の規制対象事業場の立入検査等を実施す

ることにより、排水基準の遵守、排水処理施設の

適切な維持管理等を徹底し、公共用水域の水質

汚濁の防止を図ります。 

 

 ４）畜産経営に起因する水質汚濁の防止 

水質汚濁防止について、家畜排せつ物法に基

づき、畜産農家に対して家畜ふん尿の適正処理

についての指導を行います。 

 

２－２ 生活排水対策の推進 

 

 １）生活排水処理施設整備の推進 

 下水道、集落排水施設、浄化槽等を所管する関

係部局が連携し、「生活排水処理アクションプロ

グラム」に基づき、計画的かつ効率的な生活排水

処理施設の整備の推進を図ります。 

 

 ２）浄化槽の設置の促進 

① 公共浄化槽等整備促進事業 

 市町が事業主体となって浄化槽の面的な整備

を図る事業であり、令和５ 2023）年度は津市

等６市町において実施され、地方債償還のため

の基金造成に対し補助を行います。 

 

② 浄化槽設置促進事業 

 単独処理浄化槽やくみ取り便槽から合併浄化

槽への転換を図る事業であり、令和５ 2023）

年度は、21市町を対象に単独処理浄化槽やくみ

取り便槽の撤去費用および宅内配管費用の補助

を行います。 

 

 ３）生活排水対策の啓発等 

① 生活排水による汚濁負荷低減 

 単独処理浄化槽やくみ取り便槽から合併処理

浄化槽への転換を図るため、新聞広告等さまざ

まな媒体を通じて、県民に対して啓発を行って

いきます。 

 

② 浄化槽等の適切な維持管理 

 公共用水域の保全を図るため、引き続き浄化

槽等の適正な維持管理を実施するよう浄化槽管

理者等に対し指導を行います。 

 

 

３ 伊勢湾の再生 

 

 １）水質総量規制の推進 

 伊勢湾においては、環境基準達成率が徐々に

上昇していますが、依然として大規模な貧酸素

水塊が発生しています。また、海域の栄養塩類減

少等により水産資源等の生物生産性が低下して

います。 

 そのため、環境基準の達成と生物生産性・生物

多様性が調和・両立した「きれいで豊かな海」の

実現に向け、令和 4 年 2022）年 10 月に策定

した「第９次水質総量削減計画」を推進していき

ます。 

 

 ２）伊勢湾の総合的な利用と保全に係る広域連

携の推進 

 伊勢湾およびその周辺地域の総合的な発展と

保全を図るため、三県一市等との連携協力によ

り、普及啓発物品の共同作成・配布、国への提言・

提案等を実施します。 

 また、伊勢湾流域圏における広域的な地域計

画の策定に取り組みます。 

 

 ３）伊勢湾の再生 

「きれいで豊かな伊勢湾」の再生に向け、生物

の生息場となる干潟・浅場・藻場の保全・再生・

創出や適正な流入負荷量の設定・管理に関する

調査研究について、大学や水産部局とも連携し

て進めていきます。 

また、生物生息環境に配慮しつつ、「第９次水

質総量削減計画」に基づき、「きれいで豊かな伊

勢湾」の再生に向けて、関係機関と連携し、総合

的な水環境改善に取り組んでいきます。 

 

４ 土壌・土砂等の対策の推進 

 

（ １）土壌汚染対策の推進 

 土壌汚染対策法および三重県生活環境の保全

に関する条例に基づき土壌・地下水汚染の届出

があったものについて、適正な措置を指導する

とともに、人への健康被害のおそれがあるもの

について、周辺環境の調査を行います。 
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 ２）ダイオキシン類環境実態調査の実施 

 地下水および土壌中のダイオキシン類の実態

把握のため、県内の地下水および土壌の環境調

査を実施します。 

 

 ３）地盤沈下対策 

① 地盤沈下対策の推進 

ア 地下水採取の規制・指導 

 工業用水法、三重県生活環境の保全に関する

条例および「濃尾平野地盤沈下防止等対策要綱」

に基づき、対象となる揚水設備の所有者に対す

る地下水の採取の規制・指導を実施します。 

 

イ 地盤沈下の観測・調査 

 地盤沈下の動向を把握するため、水準測量調

査を実施し、桑名市、四日市市、木曽岬町および

川越町地内の既設井戸を利用して年間の地下水

位の動向を調査します。 

 

ウ 濃尾平野地盤沈下防止等対策要綱 

 要綱推進調査として地盤沈下の調査研究およ

び地下水採取量の把握をします。 

 

② 北伊勢工業用水道の整備 

 強靱な工業用水道の構築を図るため、主要施

設等の耐震化を進めるとともに、経年劣化した

施設の更新などの老朽化対策に加え、風水害対

策に取り組みます。 

 また、企業誘致担当部局等とも連携し、地下水

から工業用水道への水源転換や新規企業立地に

伴う工業用水の供給など、工業用水道の需要拡

大を進めていきます。 

 

 ４）温泉の保護・利用 

 温泉の保護と適正な利用等を図るため、地域

の特性に即した指導を行います。 

 

 ５）土砂等の埋立て等の規制に関する条例 

土砂等の埋立て等が適正に行われるよう、条

例に基づく土砂等の埋立て等を行う者等への監

視・指導を行います。また、条例に基づく申請に

対し、許可基準の適合性について厳格に審査し

ます。 

 

 

 

５ 良好な景観の形成 

 

（ １）市町における景観形成の促進 

 市町の良好な景観づくりへの主体的な取組を

支援し、市町における景観計画の策定等を促進

するため、景観アドバイザーや職員を派遣しま

す。 

 

 ２）景観形成に関する普及・啓発の実施 

 地域住民や市町の景観づくりに対する意識の

高揚、啓発を図るため、景観交流会への景観アド

バイザーの派遣などを行います。 

 

 ３）景観まちづくりの推進 

 地域の創意工夫やニーズを反映した県民満足

度の高い社会資本整備の実現をめざすため、良

好な景観や歴史的なまちなみ等の地域資源に配

慮した県有施設の整備済箇所を積極的に情報発

信し、まちの良好な景観形成を推進します。 

 

 ４）屋外広告物の規制等による良好な景観形成 

 屋外広告物に関する啓発、指導、取締りを行う

とともに、9月 10日の「屋外広告の日」に加え、

9月 1日から9月 10 日までの「屋外広告物適正

化旬間」にあわせ、関係機関と連携したキャン 

ペーン活動を行います。 

 

 ５）地区計画制度の活用 

 令和５ 2023）年度においても市町による地

区計画の策定を促進します。 

 

 

 ６）道路・沿道景観の保全・創出 

 次のとおり、街路の整備を実施します。 

 

表 2-4-21（街路の整備 令和 5 2023）年度） 

 

 

路　線　名 都　市　名

桑部播磨線 桑名市

野町国府線 鈴鹿市

外宮常磐線 伊勢市

本町宮川堤線 伊勢市

尾鷲港新田線 尾鷲市
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 ７）農村景観の保全 
① 農村の総合的な整備 実施２地区） 
 農業集落の周辺地域における農業生産性の向
上を図るため、地域の多様な二ーズに応じた農
業生産基盤の整備とその機能の発揮に不可欠な
農村生活環境の整備を総合的に実施し、地域の
総合的な振興を図ります。 
 
② 中山間地域の総合的な整備 実施7地区） 
 中山間地域において、それぞれの地域の立地
条件に沿った農業生産基盤と農村生活環境の整
備をあわせて総合的に行うことにより、農業・農
村の活性化を図り、農村地域における生産性と
利便性の向上を図ります。 
 
 ８）良好な自然景観の保全 
 海岸環境や港湾環境の整備、海浜の清掃等の
実施により、海につながる景観づくりを推進し
ます。 
 
 ９）松林等の病害虫の防除 
 松くい虫等の病害虫による森林被害は、森林
資源の損失にとどまらず、森林の公益的機能の
低下等につながるものです。 
 このため、関係市町の松くい虫被害対策が効
果的に実施されるよう、指導および情報提供を
行い、被害の拡大防止に努めます。 
 

６ 歴史的・文化的環境の保全 

 
（ １）指定文化財の保存・活用 
 特に重要な文化財について、将来にわたって
保存・活用するため、指定等を行います。また、
指定文化財等の現状を把握するため、文化財保
護指導委員を中心に巡視・調査を行い、さらに適
切な保存とその活用を図るため、所有者や管理
者等が行う保護事業に対して支援します。 
 
 ２）埋蔵文化財の調査・保存 
① 公共事業に伴う発掘調査 
 「三重県埋蔵文化財センター」が、各種開発に
伴い発掘調査を行います 表2-4-22）。 

 

表 2-4-22（発掘調査予定 令和５ 2023）年度） 

② 斎宮跡の発掘調査 

 斎宮歴史博物館では、史跡斎宮跡の解明のた

めの発掘調査を令和５ 2023）年度は１か所で

実施し、発掘調査の様子を積極的に公開します。 

 また、これまでの調査成果を整理するととも

に、公開します。 

 

 ３）史跡等指定地域の公有地化の推進 

 史跡の公有地化と保存・活用を図るため、斎宮

跡などの土地公有化および史跡整備に対し補助

を行います。 

 

 ４）三重県総合博物館 MieMu）の活用 

 教育委員会事務局社会教育・文化財保護課お

よび市町教育委員会文化財所管課と連携し、力

モシ力、ネコギギ、オオダイガハラサンショウウ

オ等の情報収集に努めます。 

 また、県内の関係機関や個人が調査等で収集

した標本や資料を受け入れ、適切に保存・管理・

活用します。 

 

 ５）歴史・文化の薫るまちなみの保全・整備 

 亀山市関宿の伝統的建造物群や、まちなみの

一部を形成する国・県指定文化財 建造物および

史跡）に対し、保存修理等を実施し、その保存・

活用を支援します。 

 

 ６）熊野参詣道 伊勢路）の保全・保護 

 世界遺産に登録されている資産は、世界の文

化遺産及び自然遺産の保護に関する条約 世界

遺産条約）に即した遺産の保護や周辺環境の保

全対策が必要となります。環境や景観を損なう

ことなく遺産を守っていくため、文化財保護法

による保護、さらに自然公園法、森林法、河川法

あるいは関係する市町の景観保護条例等により

適切な措置を講じていきます。 

 また、世界遺産を継承していくため、世界遺産

の所在地域において、「価値」に気づくための普

及啓発事業等を推進します。

 

遺跡数 面積 ㎡）

農林水産部関連 2 2,100

県土整備部関連 1 2,030

北勢国道事務所管内関連 1 3,600

紀南河川国道事務所管内関連 1 485

教育委員会関係 1 5,100

合　計 6 13,315
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コラム⑧ 

第９次水質総量削減に係る総量削減計画および総量規制基準の策定 

 人口（・産業が集中する広域的な閉鎖性海域の水質汚濁を防止するため、伊勢湾では（「きれいさ」を

めざして、汚濁負荷削減対策に取り組み、目標量を達成してきました。しかし、近年では、伊勢湾内

の漁獲量が減少しており、海域の豊かさの重要性が指摘されるようになってきています。陸域から流

入する栄養塩類 窒素・りん）は量が多すぎると赤潮や貧酸素水塊等の環境悪化を引き起こしますが、

生態系を支える植物プランクトンの栄養となるため、海の生物には不可欠なものです。このため、現

行の汚濁負荷や栄養塩類の削減を図る「総量規制」から、よりきめ細やかな海域の状況に応じた「水

環境管理」への移行が必要となってきました。本県では、令和４ 2022）年 10 月に策定した第９

次水質総量削減計画において、環境基準の達成と生物生産性・生物多様性とが調和・両立した海域を

「きれいで豊かな海」と定義し、その実現に向けて、各種取組を進めています。 

 １）伊勢湾の現状と課題 

1970 年代の高度経済成長期、産業の集中等に 

より、水質が悪化した伊勢湾などの閉鎖性海域に 

おいて、水質汚濁を防止するため、「水質総量削減 

制度」が導入され、「きれいな海」をめざして海域 

へ流入する栄養塩類を含む汚濁負荷量が削減され 

てきました。その結果、陸域からの負荷量は減少 

し、海域の環境基準達成率も大幅に向上し、伊勢 

湾内の赤潮の発生件数も減少してきました。一方 

で、貧酸素水塊の面積は拡大傾向となり、伊勢湾 

内の漁獲量は減少してきており、海域の「豊かさ」 

が求められています。 

これら現状や課題をふまえ、三重県では、令和４ 2022）年 10 月に第９次水質総量削減計画を

策定し、環境基準の達成と生物生産性・生物多様性とが調和・両立した「きれいで豊かな海」の実現

に向けて、公的機関が管理する下水処理場における栄養塩類管理運転の試行等の施策を実施してい

ます。 

 ２）第９次水質総量削減計画の概要 

① 総量規制基準の改定  令和４ 2022）年 11月から） 

下水処理場の栄養塩類管理運転がより柔軟に実施できるよう、窒素、りんの発生源別の削減目標量を

見直すとともに、下水道業の基準値については、窒素およびりんの総量規制基準を国の基準の上限まで

緩和しました。 例：高度処理施設を有する下水処理場は窒素を 10mg/L から国の基準の上限である

20mg/L、りんを1mg/L から国の基準の上限である 2mg/L に緩和） 

図１ 三重県内の河川と海域の環境基準達成率の変化 

図２ 伊勢湾の貧酸素水塊の面積（棒グラフ）と 

赤潮発生件数（折れ線グラフ）の変化 
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② 下水処理場の栄養塩類管理運転の取組とその効果の検証 

   環境生活部、農林水産部、県土整備部が連携して、公的機関が管理する流域下水処理場におい

て、排出水中の窒素およびりんの汚濁負荷量を基準の範囲内でできるだけ多くするなど、栄養塩類

管理運転の試行を開始しました。令和４ 2022）年度は、５か所の流域下水処理場において、黒

ノリの養殖時期の10月～3月に栄養塩類管理運転 りんの試行、窒素の調査）を実施しており、

その効果については、3部連携の中で現在、データ収集等を行っているところです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 藻場、干潟および浅場の保全・再生等の推進 

 「きれいで豊かな海」の実現のためには、適度な栄養塩類の管理とあわ 

せて生物生息場である藻場等の保全・再生の両輪の対策が必要です。令和 

４ 2022）年度からは、松阪市地先における干潟・浅場造成に向けた取組等を推進しています。 

④ 三重県きれいで豊かな海協議会による計画の進行管理 

 環境生活部、農林水産部、県土整備部、保健環境研究所、水産研究所により構成される「三重県

きれいで豊かな海協議会」を令和４ 2022）年９月に設置し、関係機関でめざすべき目標を共有

し、各種施策の進行管理や効果検証等を行い、今後の施策にフィードバックしていきます。 

図３ 第９次水質総量削減計画における削減目標量および下水道業の基準値の改定 

下水道業の基準値の改定（例：高度処理施設を有する下水処理場） 

図５ 下水処理場栄養塩類管理運転の概要 

図４ 三重県の流域下水処理場における栄養塩類管理運転実施場所 

第９次水質総量削減計画における削減目標量 

図６ 堆積土砂を用いた干潟の造成 
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コラム⑨ 

「新・湯治」の推進 ～全国「新・湯治」効果測定調査プロジェクトへの参画～ 
 

我が国は、世界に誇る温泉大国です。三重県にも約 200 の温泉が存在し、長島 桑名市）、湯の山 菰

野町）、榊原 津市）など、全国にその名が知れ渡る温泉地を擁しています。 

温泉といえば、ただ、浴用をイメージされる方が多いかもしれませんが、温泉は入浴だけでなく極めて

多岐にわたる分野で、幅広く利活用されてきました。例をあげると、超高齢社会を迎えている我が国にお

いて、地域の温泉を高齢者のための健康づくりに貢献する地域サロンの拠点とすること、温泉熱や温泉

付随ガスを代替エネルギーとすることなどが挙げられます。温泉資源には、地域資源、水資源、観光資

源、健康資源、エネルギー資源、文化資源といった、さまざまな側面からの有用性が認められています。 

 

これらの温泉資源のさまざまな価値の活用をめざして、環境省が設置した有識者会議の提言により、

「新・湯治」というスローガンのもと、新・湯治推進プランが定められました。同プランでは、現代のラ

イフスタイルに合った温泉の楽しみ方、過ごし方を「新・湯治」として提案し、全国の自治体や、温泉関

連団体、大学等の研究組織、事業者等、多様な主体により構成されるチーム「新・湯治」の組織化や、温

泉地の環境づくり、プログラムの提供、「新・湯治」の効果測定などを柱とする温泉地振興施策が盛り込

まれています。 

三重県保健環境研究所 以下、保環研）では、長年、温泉分析、温泉研究の業務に取り組んでおり、温

泉研究を進める研究組織としての立場から、チーム「新・湯治」に参画し、「新・湯治」の推進に資する

調査研究を進めてきました。ここでは、保環研が参画してきた、全国『新・湯治』効果測定調査プロジェ

クト 以下、プロジェクト）の取組の一部を紹介します。この全国プロジェクトは、温泉入浴や温泉地利

用による療養効果の科学的把握をめざし、全国統一の調査フォーマットを用いて、温泉に関する効果や

ニーズへの研究的知見の獲得と施策展開をめざし、平成 30年度に開始されています。環境省の主導で、

このような温泉の療養効果に関する大規模な全国調査が実施されるのは、初めての試みと言えます。 

 

       

三重県内の温泉利用施設に設置した「新・湯治」調査アンケートブース 
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このプロジェクトのデータ収集を、県内 14 の温泉利用施設の協力により実施し、およそ 500 の温泉

利用者からの回答を得ました。このデータの統計解析を行った結果、温泉地滞在後、「癒された」「疲労が

少なくなった」など、多くの調査項目において、主観的な健康感や健康状態の改善が、有意に認められま

した。 
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三重県における「新・湯治」効果測定調査プロジェクト 結果の一部 

 

 

本プロジェクトによって、令和 5 年度までに三重県を含めた全国の温泉地で 18,000 を超えるデータ

が集約されました。このビッグデータを統計的に解析することにより、さらに温泉地滞在や温泉利用に

伴う療養効果やニーズを明らかにしようという試みが、現在進められています。保環研は、温泉医学を専

門とする医師や研究者によって構成された、環境省の解析方針検討委員会の一員として、その解析作業

にも参画しており、解析結果の一部は、すでに学術論文やweb サイトなどで公表されています。 

温泉資源は、温泉入浴といった従来の価値にとどまらず、インバウンド誘客につながる観光資源、リモ

ートワーク時代におけるワーケーション拠点、国際的にアピール力のある歴史的な文化資産など、現代

のライフスタイルにおける温泉地、温泉資源の価値は、日々変化し続けていると言えます。 

このような調査研究から得られた知見をもとに、温泉に求められる社会的ニーズの変化をより鋭敏に

察知しながら、今後も引き続き、限りある温泉資源の効果的な利用方途を検討していきます。 

 

 

 

 

 

 


